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アベノミクスと企業の内部留保

　アベノミクスに逆風が吹いている。本年1月下旬に、日本銀行がマイナス金利導入を決定し

たことはマーケットにとって「サプライズ」となり、数日間は株高と円安が示現したが、すぐ

にその効果は剥落した。中国経済の減速や、FRBのドル金利引下げが遅れるとの見通しから、

リスク回避通貨として円が買われ、銀行収益悪化予想も台頭し、円高、株安となったからであ

る。デフレから完全に脱却するには、需要喚起や名目賃金の引き上げが重要となるが、日本企

業が内部留保を溜め込み、設備投資増強や賃金引き上げを行っていない、といった批判が一部

で高まったのは記憶に新しい。特に名目賃金が上がらないことがデフレ長期化の一因であると

いった批判である。

　内部留保の議論がしばしば混乱してなされるのは、現金保有と内部留保が混同されているか

らである。フローでみると内部留保とは、営業活動および金融活動から得られた当期純利益か

ら、税および配当金等社外に流出したものを除いたものである。一方ストックでみた内部留保

は、企業の貸借対照表の「純資産」の部にある「利益剰余金」に該当する。利益剰余金とは利

益準備金、積立金、繰越利益剰余金の合計であるが、これは、企業を取り巻くリスクへの備え

であり、資金調達の一手段でもある。財務省公表の法人企業統計によれば、2014年度の金融機

関を除く全産業の利益剰余金（利益準備金+積立金+繰越利益剰余金）は354兆円で、2000年以

降一貫して増大している。これは日本企業が債務調整を続け、財務体質が強化されたことを意

味するものでもある。

　内部留保の水準を規定する考え方として、トレードオフ理論やペッキングオーダー理論など

があるが、このうちペッキングオーダー理論では、株主と経営者の情報の非対称性とエージェ

ンシー問題により、経営者は、内部留保、負債、株主資本（増資）の順序で資金調達を考える

ことになる。また、コーポレートガバナンスが弱ければ、経営者は株主の利益最大化よりも自

身の利益を優先し、倒産コストに備え内部留保を積み増すことが指摘されている。

　しかし、利益剰余金が一貫して増大しているからといって、これらがすべて現預金で保有さ

れている訳ではない。総資産に占める現預金比率をみると確かに中小企業では高いが、大企業

ではおしなべて低い。

信金中金月報掲載論文編集委員

勝　悦子
（明治大学 政治経済学部教授）
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　それでも他国に比べると、日本企業の現預金保有比率は高い。その理由は、特に中小企業を

中心に、企業の運転資金として保有していることがあげられる。また、国際情勢も含め、企業

を取り巻く環境に不透明感が増すと、現預金を厚めに保有する傾向があることがあげられる。

リーマンショック後、大企業で現預金保有比率が増大したのはこうした理由による。また、デ

フレが長らく続いたため、相対的に現金の価値が上がり、現預金保有へのインセンティブが働

いたことも大きく影響したと言える。さらに、日本では借り入れの際、慣行として定期預金を

担保にするなど、現預金を保有する必要があることも、企業の現預金保有比率が高い理由とし

て指摘できる。

　一方、大企業では利益剰余金が増大するなかで、資産サイドでは、長期保有株式の比率が増

大している。経済産業省等の統計で検討すると、これはM&A等の増大を含む海外への設備投資

の増大によるものとみられ、必ずしも日本企業が設備投資を行っていない、ということではな

い。財務省が公表する法人企業統計は、わが国における営利法人等の企業活動の実態を把握す

ることが目的であり、連結ベースではない。したがって、当該統計による内部留保の額だけを

もって企業のビヘイビアを議論するのは実態を映していない、とも言えるだろう。

　それでは企業のビヘイビアはどうあるべきなのか。現在の日本経済の問題点のひとつに潜在

成長率が低いこと、需給ギャップの増大がある。潜在成長力は労働人口、資本、そしてTFP

（全要素生産性）で計測できるが、潜在成長率が0%台といわれる日本では、アベノミクスの金

融政策、財政政策だけでは、需要喚起という点で限界がある。むしろ企業のコーポレートガバ

ナンス強化を通じて企業価値を高め、TFPを高めていくことこそが、成長戦略の核となるべき

であろう。

　コーポレートガバナンスを強化し、企業価値向上に向けて、研究開発、人的投資、マーケッ

ティング投資、設備投資が増えれば収益が増大し、株価も上昇する。株価が上昇すれば通じ

て、家計部門等での所得効果も働くだろう。収益力が増し、企業価値が向上し、それにより分

配原資が増加すれば、配当の増大、法人税収の増加、そして雇用者所得の増加も見込まれるこ

とになるだろう。これらは結果として潜在成長率を高めることにつながる。

　すでに日本版スチュワードシップコードが2014年に導入され、昨年はコーポレートガバナン

スコードが導入された。日本版スチュワードシップコードでは、責任ある機関投資家として、

投資と対話を通じて企業の持続的成長を促すことが目論まれているが、すでに200を超える機

関投資家が当該原則を採用している。長期的企業価値向上を志向する投資家との対話により企

業価値が増大すれば、やがては潜在成長率も高まることになるだろう。内部留保が厚いこと

は、企業の安定性が高まったことを意味する。それ自体を批判するのではなく、求められるの

は、企業価値向上のための経営者と、株主および債権者との適切な対話である。



（キーワード）  コミュニティビジネス事業者、コミュニティビジネス支援、地方創生　 
 信用金庫

（視　点）
　「地方創生」が叫ばれるなか、地域社会での課題解決の担い手としてコミュニティビジネスが
脚光を浴び、まちづくり、医療・福祉、環境、防災など幅広い分野でコミュニティビジネス事業
者の活躍が目立ちつつある。一方、コミュニティビジネスの担い手が増えるなかで、これらコ
ミュニティビジネス事業者をどのように支援していくかが大きな課題の一つとなっている。
　そこで本稿では、「社会性」と「事業性」を両立させて適正な利益を求めながら持続的にビジ
ネス展開するコミュニティビジネス事業者の事例などを取り上げて紹介するとともに、コミュニ
ティビジネス支援のあり方を示唆したい。

（要　旨）
⃝�コミュニティビジネスは、一般的に「市民が主体となって地域・社会の課題を解決する事

業」といわれ、その事業の原点は、“地域社会を元気にしたい” という「志」である。すな
わち、「市民主体」、「地域密着」、「地域貢献」をキーワードに “地域社会を愛する心” が根
幹を成し、「社会性」と「事業性」の2つの価値を持つことが求められる事業といえる。

⃝�地域社会の課題が多様化、複雑化するなかでコミュニティビジネスの担い手が増加してお
り、今後、これら増加する担い手をどのように支援していけばよいかが大きな課題になり
つつある。コミュニティビジネス支援は、「経営面（行政、専門家による支援）」と「金融
面（資金面）」の2つに大きく分けられ、このなかで中間支援組織や信用金庫が果たす役割
は大きいといえよう。

⃝�コミュニティビジネスが持続的に維持、発展していくためには、それぞれの事業への信頼
を高め、孤軍奮闘に陥らないよう地元住民を巻き込んだ地域内連携を図っていくことが重
要だろう。また、コミュニティビジネスでは「チームワーク」や「人脈ネットワーク」な
どが鍵を握り、これから起業したい人材を含めてコミュニティビジネス事業者同士をコー
ディネートする役割へのニーズはますます高まるだろう。中間支援組織や信用金庫には、
この役割が期待されているのではないだろうか。

調 査

「地方創生」で脚光を浴びるコミュニティビジネス
−コミュニティビジネスの可能性を探る−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

藁品　和寿
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1�．脚光を浴びるコミュニティビジネス

　「コミュニティビジネス」という言葉は、

1995年の阪神・淡路大震災のときの被災地が

さまざまなボランティア活動によって支えら

れたことから注目をされるようになった。現

在、“地域活性化” あるいは “地方創生” が

叫ばれるなかで、その担い手になるコミュニ

ティビジネスへの期待が高まっている。

　コミュニティビジネスは、一般的に、「市

民が主体となって地域・社会の課題を解決

する事業」といわれ（注1）、その事業の原点

は、“地域社会を元気にしたい” という「志」

である。すなわち、「市民主体」、「地域密

着」、「地域貢献」をキーワードとし、“地域

社会を愛する心” が根幹を成している事業

といえよう。

　コミュニティビジネスが環境、医療、福

祉、教育などさまざまな地域問題の解決を

担うなか、風見正三・山口浩平（2009年）

は、コミュニティビジネスを「「経済的な革

新性」と「社会的な革新性」を併せ持つ新

時代の事業創造プロセス」と概念づけてい

る（図表1）。また、“ビジネス” である以上、

ボランティアとは一線を画し、事業の継続性

を念頭に置かなければならないだろう。その

ため、コミュニティビジネスには、「社会

性」と「事業性」の2つの価値を持つことが

求められる（図表2）。

　少子高齢化が進み地域社会での課題が多様

化・複雑化していくなか、地方自治体では人

的あるいは予算上の制約などで行政サービス

を十分に提供できなくなりつつある。こうし

たなか、地域社会での課題解決の担い手とし

てコミュニティビジネスが脚光を浴び、まち

づくり、医療・福祉、環境、防災など幅広い

分野でコミュニティビジネス事業者が活躍す

るようになっている。コミュニティビジネス

事業者の担い手は、株式会社や特定非営利活

動法人（以下、「NPO法人」という。）など

組織形態はさまざまである（図表3）。とり

わけ、NPO法人の果たす役割への期待が高

まっており、認証法人数は5万を超えるまで

に至っている（図表4）。

図表1�　コミュニティ・ビジネスの概念

（備考�）学芸出版社『コミュニティビジネス入門』30頁を
もとに信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

経 済 的 な 革 新

市民主体

地域密着

地域貢献

地域を愛する心

地域のつながり

地域変革の志

地域経済の再生

社会的公正の実現

持続可能な社会

社 会 的 な 革 新

図表2�　コミュニティ・ビジネスの尺度

（備考�）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

社会的価値
（SocialValue）

社会性
（EconomicValue）

事業性
経済的価値

 

コミュニティ・ビジネス

（注）1�．以下3章で事例として取り上げるNPO法人コミュニティビジネスサポートセンターの永沢代表理事への取材に基づく。

� 調　査� 5



　一方、コミュニティビジネスの担い手が増

えるなかで、これらコミュニティビジネス事

業者をどのように支援していくかが大きな課

題の一つとなっている。以下2、3では、「社

会性」と「事業性」を両立させて適正な利益

を求めながら持続的にビジネス展開するコ

ミュニティビジネス事業者の事例や、これら

コミュニティビジネス事業者を支援する事例

を取り上げて紹介する。

2�．持続可能な地域づくりに挑戦する
コミュニティビジネス事業者

（1�）特定非営利活動法人�ムーミンの会（神

奈川県横浜市）

イ．法人の概要

　同法人は、どの子もその人格を発達させな

がら生涯にわたって能力を開花できるよう、

保育園、学童クラブ、児童発達支援、放課後

等デイサービス（注2）と幅広い事業を運営し、

それぞれの施設同士の交流を含めて地域一体

で福祉活動を展開している特定非営利活動法

人である（図表5）。同法人の特徴は、卒園

後の子どもの成長や発達を長期の視点で捉え

た「切れ目のない子育て支援」である。ま

た、2016年4月に運営を開始した子ども子育

て支援複合施設「なかまの杜」（横浜市西区

浜松町、図表5写真上）は、政令指定都市で

は初めてとなる画期的な複合施設となり、同

法人の本部機能も有する。

　 同 法 人 は、1980年 に、 無 認 可 保 育 所

「ムーミン乳児保育園」として開所し、87年

に、「横浜保育室」として横浜市の認定保育

所となった。こうしたなか、同法人の保育士

図表3�　コミュニティビジネスの担い手

事業性 高

低

低 高

一般企業

社会志向
型企業

事業型
NPO

慈善型NPO

中間
支援組織注

性
会
社

（注）�中間支援組織とは、ネットワーク、コーディネート、政
策提案、資金面の支援の4つの機能をもつ組織のこと。
限定された分野でこれら機能を併せ持つ組織としては社
会福祉協議会が挙げられる。

（備考�）経済産業省『ソーシャルビジネス研究会報告書』
（2008年）をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研
究所作成

図表4�　特定非営利活動法人の認定数の推移
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（左目盛り）

認定法人数（注）

（右目盛り）

23 3

902

50,497

（注）�認定NPO法人とは、認証を受けたNPO法人のうち、高
い公共性等要件を国税庁長官に認められた法人のこと

（備考�）内閣府ホームページをもとに信金中央金庫�地域・
中小企業研究所作成

（注）2�．2012年の児童福祉法一部改正にともない創設されたサービスである。障がいのある学齢期児童が学校の授業終了後や学校
休業日に通うもので、療育機能・居場所機能を備えたサービスのこと。
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から「運営費として公費の出る認可保育所

（国基準）（注3）になりたい」との意見が一部に

あったことから、05年に特定非営利活動法人

（NPO）の法人格を取得したうえで、開所場所

を確保するための地主との交渉（注4）などを経な

がら、翌06年に認可保育所「あそびの杜保育

園」をオープンした。なお、法人格として

NPOを選択した理由は、「同じ志を持って一緒

にやっていこうという仲間の集まり」として最

適であり、利害関係のない仲間同士で活動の

幅を広げていける期待を抱いたためである。

　その後、図表6のとおり、通所する子ども

の親の意見を含む地元のニーズに応えながら

事業を展開してきた。現在は、上述した子ど

も子育て支援複合施設「なかまの杜」のほ

か、認可保育所である「ムーミン保育園」

（横浜市西区南浅間町）と「あそびの杜保育

園」（横浜市西区久保町）、障がい児通所支援

事業（多機能型）である「つむぎ子ども教室

（西区南浅間分室・西区久保町分室）」、「陽だ

まり学童クラブ」（横浜市西区藤棚町）の6拠

図表6�　ムーミンの会のあゆみ�
年 概略

1980年 無認可保育所「ムーミン乳児保育園」開所
1987年 「横浜保育室」認定
2005年 特定非営利活動法人「ムーミンの会」設立
2006年 認可保育所「あそびの杜保育園」開所
2008年 「陽だまり学童クラブ」開所
2010年 障がい児の居場所事業「つむぎ」開所
2011年 横浜保育室「ろぜっと」開所

2013年
障がい児通所支援事業「つむぎ子ども教室」
開所

（児童発達支援・放課後等デイサービス）
2014年 認可保育所「ムーミン保育園」開所

2015年

子ども子育て支援複合施設「なかまの杜」開所
（認可保育所ろぜっと保育園・なないろ学童ク
ラブ・つむぎ子ども教室�児童発達支援・放課
後等サービス）

（注）3�．児童福祉法に基づく児童福祉施設で、国が定めた設置基準（施設の広さ、保育士等の職員数、給食設備、防災管理、衛生
管理等）を満たしたうえで都道府県知事に認可された施設のこと。保護者が仕事や病気などの理由で、0歳～小学校就学前の
子どもの保育ができない場合に、子どもを預る保育施設であり、区市町村が運営する公立保育所と社会福祉法人などが運営
する民間保育所（私立）がある。

4�．快く応じていただいた地主からは、保育園の建設にあたって築年数の古いアパートを取り壊すなど多大な協力をしていただけた。

同団体の概要

団 体 名
代　　表
本部所在地
設 立
事業内容

NPO法人ムーミンの会
中川　節男（理事長）
神奈川県横浜市西区
1980年
認可保育（児童発達支援・放課後等デイ
サービス含む）

図表5　特定非営利活動法人ムーミンの会の概要

（備考）1�．特定非営利法人としての認可は2005年
2�．写真（上）は子ども子育て支援複合施設「なか
まの杜」、写真（下）は取材に応じていただいた
中川節男理事長

3�．信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

（備考�）受領資料をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研究
所作成
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点、4事業9施設（注5）を運営している。

ロ．事業の概要

　同法人は、子ども子育て支援複合施設「な

かまの杜」の完成前から、保育園、学童クラ

ブのほか、児童発達支援や放課後等デイサー

ビスを運営してきた。こうした運営ができる

背景には、同法人理事であり「なかまの杜」

代表兼ろぜっと保育園施設長である相馬範子

氏（以下、「相馬理事」という。）の存在が大

きい。相馬理事は、全国各地で「子どもの発

達・生活リズム」や「障がい児教育」などを

テーマにした講師を務めたり数多くの関連書

籍を執筆したりなど障がい児教育の専門家で

ある。相馬理事は、「障がい児保育をするに

は、高い専門性と子どもの発達の科学に基づ

くより丁寧な保育が必要であり、“保育の質

を上げる” ことにつながる」とも言い切り、

同法人を先代園長から引き継ぐにあたっては

「障がい児保育」を事業に加えることにこだ

わったという。とりわけ、放課後等デイサー

ビスに取り組むにあたっては、「四肢不満足

で知的障がいもある重度障がい児」と「四肢

満足であるが知的障がいや社会適応障がいな

どのある軽度障がい児」に分けて、それぞれ

に合った丁寧なケアに心がけている（注6）。な

お、放課後等デイサービスを事業として取り

組むにあたっては、保育士のほか児童発達支

援管理責任者の配置が障害者総合支援法で義

務付けられており、これらの専門人材は、相

馬理事が同法人を引き継ぐまで東京都内で運

営していた障がい児通所支援事業所のスタッ

フで確保した。また、通常保育でも特徴を際

立たせる。相馬理事は、「生活リズムを整え

ることは、脳やからだの発達および心の安定

や成長につながる」という理論と経験に基づ

く考えから、“昼寝は午後” とは決めつけず

に「午前中の昼寝」をとり入れている。とは

いえ、“昼寝は午後” という保育が常識と

なっているなかで、親子の早朝散歩を実施し

たり保育士の勤務シフトを組み直したりな

ど、通所する親や保育士の理解を得ることに

も努めた。

　こうしたきめ細かい保育事業を展開するな

かで、地元の親から「街中や駅の近くなど利

便性のよいところに子どもを預けたい」と

いった要望を受け、理事長である中川節男氏

（以下、「中川理事長」という。）や相馬理事

は、「認可保育園は働く家庭の就労支援の役

割がある」という共通の想いから、子ども子

育て支援複合施設の必要性を強く感じた。こ

の想いを、横浜信用金庫藤棚支店（横浜市西

区中央）の担当者に相談したところ、当時の

支店長と渉外担当者は、この想いの実現のた

めに、開所場所の確保のための地主との交渉

や福祉医療機構との折衝など数々の困難を一

緒になって苦労し奔走してくれたという。ま

た、当時の渉外担当者は、保育園児と一緒に

（注）5�．4事業とは、認可保育所、学童保育、児童発達支援、放課後等デイサービスであり、9施設とは、「ムーミンの会　本部」、
認可保育園「ろぜっと保育園」、「なないろ学童クラブ」、障がい児通所支援事業（多機能型）「つむぎ子ども教室」、認可保育
所「ムーミン保育園」、認可保育所「あそびの杜保育園」、障がい児通所支援事業（多機能型）「つむぎ子ども教室（南浅間分
室）」、障がい児通所支援事業（多機能型）「つむぎ子ども教室（久保町分室）」、「陽だまり学童クラブ」である。

6�．現在の登録児童数は約40名であり、1日平均約10名をケアしている。
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給食をとるなど施設自体を理解し馴染む努力

も惜しまなかったという。これに併せて、保

育士で実行委員会を組織して、毎週2、3回

夜遅くまで白熱した議論を重ねながら施設の

設計を検討した。施設の名称である「なかま

の杜」は、全職員と通所する親や子どもたち

からも募集し決めた。中川理事長と相馬理事

は「横浜信用金庫の後押しがなければ子ども

子育て支援複合施設「なかまの杜」は実現で

きなかった」と振り返り、まさに「なかまの

杜」は、横浜信用金庫と同法人職員（保育

士）と地元の親子が三位一体となって実現し

た施設といえよう（図表7）。

　現在、「なかまの杜」を含む9施設で雇う保

育士は150名以上（注7）（パート含む）に及ぶ。

このように保育士が増えたことで、同法人の

理念や方針の周知が不徹底となったり、指導

力の不足に陥ったりすることを懸念して、

2015年に入ってから自前の研修体制を構築

した。「理論研修（保育関連行政施策、指導

論など）」と「実践力研修（リズム運動、水

泳など）」の2体系に分け、前者は相馬理事

が、後者は元中学校体育教師の経験を活かし

て中川理事長が講師を担う。本部主催で年間

60回以上、施設ごとには月1～2回実施して

いる。研修を通じて「保育士同士の輪」が広

がり仲間意識が強まってコミュニケーション

が深まることを期待し、全体研修にはせず

「新 人 」、「5年 未 満 」、「5年 以 上10年 未 満

（リーダー）」、「幹部（施設長）」の4段階研

修とした。とりわけ研修では、「子ども相手

の仕事だからこそ楽しくやろう」、「子どもに

とって最善の幸せを考えながら仕事をしよ

う」などを意識付けしながら同法人の理念や

方針への共感を誘い、常に笑顔でいられる職

場づくりを目指している。

ハ．今後の展望

　中川理事長と相馬理事は、「良い保育は地

（備考）1�．写真（上）は5歳児のパン作りイベントの風景、
写真（下）は4歳児のおにごっこ風景

2�．信金中央金庫�地域・中小企業研究所撮影

図表7�　子ども子育て支援複合施設「なかま
の杜」での保育風景

（注）7�．「なかまの杜」だけで60名以上に及ぶ。

� 調　査� 9



域の信頼を得ることにつながる」という想い

から、「保育士と子どもたちが笑い合えて、

立ち寄った親や地元の方々も元気になるよう

な親しみやすい空間にしたい」と意気込む。

また、地域に溶け込むとともに、卒園した児

童に気楽に立ち寄ってもらえて常に元気を与

えられる施設を目指している。

　地元のニーズで事業が拡大するなか、保育

士の採用で苦労している。株式会社組織の保

育園などとの競合もあってハローワークや専

門学校等での求人では募集が難しいため、コ

スト負担のある派遣会社を通じての採用と

なっている。現在も必要数を若干下回るな

ど、「保育士不足」は、今後解消するべき同

法人の主な経営課題の一つとなっている。

　また、本部機能を兼ねた「なかまの杜」が

完成したことから、当面、保育士の待遇改善

に力を入れる方針である。待遇改善を通じ

て、保育士に心のゆとりを創り「じっくりと

丁寧な保育」をより徹底していく。さらに、

中川理事長と相馬理事が “お手本” として職

員にみせてきた地域に関わる姿勢や親への協

力の求め方などのノウハウを受け継いだ次世

代幹部を輩出したいと強く願っている。

　同法人は今後も、地元の親子のニーズ、地

区のニーズ、横浜市のニーズに応じて事業展

開していくなかで、地元のことをよく知り地

元の人脈も広く持つ信用金庫に対して、今ま

でどおりの「地域を育てる観察眼」と、良い

事業に対する共感をもって地域を盛り立てる

役割を続けてほしいと期待している。

（2�）特定非営利活動法人�おやじりんく（埼

玉県さいたま市）

イ．法人の概要

　同法人は、障がい者に対する自立支援や療

育、障がい児の保育（放課後等デイサービス

など）、就労支援などを行う特定非営利活動

法人である（図表8）。

　金子訓
のりたか

隆代表理事（以下、「金子代表」と

同法人の概要

法 人 名
代　　表
本部所在地
設 立
事業内容

NPO法人おやじりんく
金子　訓隆
埼玉県さいたま市見沼区
2012年
障がい者の自立支援、療育、保育、就労
支援事業

図表8　特定非営利活動法人おやじりんくの概要

（備考）1�．写真（上）は放課後等デイサービス施設「輝
HIKARIみぬま」、写真（下）は取材に応じていた
だいた金子訓隆代表理事

2�．信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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いう。）が同法人を立ち上げようと動いた主

なきっかけは、「息子の自閉症診断」、「東日

本大震災」、「頭打ちが予想される社会保障費

（障がい者関連）」である。

　金子代表の長男・真
ま さ き

輝君（10歳）は、乳

児期にキラキラしたものやモノを並べるこ

とに異常な関心を示すなど他の乳児とは明

らかに異なる行動を続けており、2歳10か月

を迎えた検診で広汎性発達障害（自閉症）

と診断された。自閉症に関する情報が少な

いなか夫婦で思い悩み、金子代表は「父親

として何かできないか」と自問自答を繰り

返す日々であった。こうしたなか、同じく

自閉症の子どもを抱える母親の体験談ブロ

グを参考にすることで、徐々に自閉症への

理解を深めることができるとともに夫婦に

あった不安も和らげることができた。この

体験をきっかけに、金子代表は、証券系IT

企業でのITコンサルタントとしての経験を

活かして、息子が3歳になったときから子育

てブログ「マサキング子育て奮闘記」を立

ち上げた。このブログでは、参考にした母

親たちによる体験談ブログからさらに一歩

踏み出し、息子を実名かつ写真入りで紹介

してリアリティとインパクトをもたせると

ともに、証券系IT企業で培った経済社会情

勢への高い感度を活かして日記の背景とな

る経済社会情勢にかかる記述を盛り込んだ。

この結果、“読み物” として高い共感を誘

い、全国にいる自閉症の子どもを抱える父

親からコンタクトを受けるようになった。

これらコンタクトを受けた父親の一部と協

力して、同団体を立ち上げるに至った（注8）。

また、2011年3月に起きた東日本大震災で

は、さいたまスーパーアリーナ（埼玉県さ

いたま市中央区）に非難してきた福島県双

葉町の住民に対するボランティアをするな

か、金子代表は「モノで住民に不自由はさ

せることはなかったものの、住民の心を満

たすことはできなかった」という複雑な心

境に至り、“共助” の必要性を感じたことも

同団体設立のきっかけとなった。さらに、

今後の経済社会情勢を踏まえると障がい者

支援関連を含む社会保障関係予算は頭打ち

から減少に転じるだろうという見通しから、

予算が減少に転じる前に障がい者が自立で

きる仕組みづくりに貢献したいとの強い想

いもきっかけの一つとなっている。

　同法人は特定非営利活動法人（NPO法人）

として立ち上げた。障がい児を持つ親は自分

の子どものことを中心に考えて利己主義に陥

る傾向が強いことから、障がい者支援事業で

は、共感者でチームワークを組んで取り組む

ことが重要だと考えている。そのため、同法

人は、一人で設立できる株式会社や社団法人

ではなく、チームワークに馴染むNPO法人

という法人格でなければならない
4 4 4 4 4 4 4 4

と金子代表

はいう（注9）。ちなみに、同法人では、職員を

（注）8�．同団体の理事である大谷貴志氏、山中弘幸氏、奥脇学氏、本田信親氏、は全員発達障がい児を抱える父親である。
9�．NPO法人設立では理事は最低3人以上、監事は最低1人以上と理事同士で牽制し合える運営が可能で公平性が保てるほか、
情報開示が必要なことから、金子代表としては、組織をガラス張りにできて世間の評価を正しく受けることができることも
期待している。
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「チームおやじりんく」と呼ぶほど、チーム

ワーク（協調性）を最重要視している。

ロ．事業の概要

　従来、障がい児の子育てや保護者交流では

母親が中心になりがちだった傾向をみて、同

法人では、“父親の目線” から子育てや子ど

もの将来の自立、就労支援を考える “父親が

交流する機会つくり” を意識している。子育

てでは、直近の近い将来をよく見ている母親

の “顕微鏡的な視点” と、将来の自立や就労

支援など広く遠い将来を見据える父親の “望

遠鏡的な視点” の両方が必要であり、同法人

では、とりわけ後者に注目し、障がい児の子

育てにおける “望遠鏡的な視点” での父親の

役割の重要性を強調し、「“おやじ” が結集す

る」という意味合いを持つ「おやじりんく」

を組織名称としている。

　同法人では、児童発達支援・放課後等デイ

サービス事業（図表9、10）のほか、障がい

児を抱える親同士で愚痴や不安を言い合うだ

けでなく、“話し合いながら解決していく” と

いう姿勢で活動している。そのため、金子代

表は、障がい者支援にかかる知見を高めたり

情報収集をするために海外視察を行うなど調

査研究活動も欠かさない。さらに、「発達障

がい者の支援を考える議員連盟（注10）」に働き

かけるなど政治活動にも参加したり、埼玉県

やさいたま市の地方議員に働きかけを行うな

図表9　「輝�HIKARIみぬま」での保育風景

（備考�）NPO法人おやじりんく提供

（注）10�．�2004年5月19日に超党派で設立し発会した。同議員連盟では、発達障がい児を早期に発見し、発達支援を行うことに関
する国および地方公共団体の責務を明らかにするとともに、学校教育における発達障がい者への支援、発達障がい者の就労
の支援、発達障害者支援センターの指定等について定め、発達障がい者に対し生活全般にわたる支援を行い、もってその福
祉の増進を図ることを目的とし、具体的な立法化に向けた活動をしている。

図表10　「輝�HIKARIみぬま」スタッフ一同

（備考�）NPO法人おやじりんく提供
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ど、発達障害者支援法の改正などの法制度改

正や障害者支援関係予算の確保に向けた提案

活動も精力的に行っている。

　2012年11月に同法人が立ち上がってから

は、2013年9月に児童発達支援・放課後等デ

イサービス施設「輝HIKARI志木」（埼玉県志

木市中宗岡）、2014年3月に「輝HIKARIさい

たま」（埼玉県さいたま市北区）を開所した。

そ の 後、2015年3月 に「輝HIKARI上 宗 岡 」

（埼玉県志木市上宗岡）、2016年1月に「輝

HIKARIみぬま」（埼玉県さいたま市見沼区）

と、障がい児を抱える地元の親のニーズに応

えながら拠点を拡大してきた。なかでも、

「輝HIKARIみぬま」の開所にあたっては、

埼玉縣信用金庫大和田支店の担当者に現在の

拠点となる建物の地主との交渉に同行しても

らうなど、同支店担当者と一緒になって行動

した。同支店担当者も、“NPO法人とは何

か” という総論から “NPO法人おやじりん

くはどのような組織で、どのような事業に取

り組んでいるのか” という各論に至るまでを

調べて理解したうえで、同法人の資金面に限

らないサポートに取り組んだという。

　現在、同法人の職員は41名であり、その

うち約65％が20歳代の若者である。そのた

め、金子代表は常々「若者がチャレンジでき

る職場づくり」、「若者が将来の可能性を感じ

てもらう職場づくり」を心がけており、とり

わけ若者が “楽しい” と感じて仕事をしても

らうことが大切だと考えている。

ハ．今後の展望

　金子代表は、海外視察などの経験を踏まえ

て「日本は障がい者に対する理解度が高い」

といい、「日本には障がい者支援に対する�

“理解者” は多いが、“協力者” が少ない」と

言い切る。そのため、今後、同法人を通じて

「協力者を増やす」仕組みづくりを構築して

いきたいという壮大な夢を掲げる。併せて、

金子代表は、「障がい児の成長に合わせた仕

組みづくり」や「社会ニーズを的確かつ迅速

にキャッチしての最新の仕組みづくり」も目

指しており、そのなかで第三者として冷静な

視点を持つ障がい者支援の専門家を “協力

者” として巻き込んでいきたいと考えてい

る。こうしたなかで、農林水産省、厚生労働

省、地方自治体などが取り組んでいる「農福

連携（注11）」事業にも提言などを行い、障がい

者の社会参加を促す活動に積極的に参画して

いる。

　また、同法人には、自閉症の子どもやその

親などの “お客様” がいるため、その “お客

様” が困らないために事業を持続していかな

ければならない。そのため、職員に対して年

2回以上の理念研修（図表11）を行うなど人

材育成を徹底するとともに、そのなかで金子

代表以下理事の後継者となる次世代リーダー

を育てていきたい。

　さらに、同法人では、自らも障がいの妹を

抱えデザイナーとしての経験を持つ20代女

性の広報担当者が、パンフレットを独自にデ

（注）11�．農林水産政策研究所（http://www.maff.go.jp/primaff/kw/2015_nofuku.html）において、「農福連携」に関する情報が発信
されている。
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ザインして法人内で企画から制作までワンス

トップでスピーディーに対応できる仕組みを

整えている。“NPOは広報が弱い” と一般的

にいわれるなかで全面的に広報の役目を担っ

ており、今後も “暗くなりがちな障がい者の

世界を明るくしたい” と考えている。また金

子代表は「障がいのあることが可哀想や不幸

ではなく、障がいと向き合えないことが可哀

想であり不幸である」と語る。障がいのある

当事者に寄り添い、そしてその家族に寄り添

い、共に障がいに対して向き合っていけるよ

うな温かい心を持って障がい者支援に取り組

んでいく方針である。

（3�）一般社団法人�コレカラ・サポート（千葉県

松戸市）

イ．法人の概要

　同法人は、2012年、高齢者の相続などの諸

問題の解決に向けて高齢者とその家族に対し

てさまざまな支援を行うことを主な目的とし

て設立された一般社団法人である（図表12）。

現時点での会員は、議決権のある正会員が6

名おり、うち2名は代表権のある理事で、そ

のほか監事が1名いる。同法人のサポーター

の位置づけにあたる議決権のない賛助会員は

7名である。

　同法人の代表理事である千葉晃一氏（以

下、「千葉代表」という。）は、同法人を立ち

図表11　同法人スタッフ合同研修会

（備考�）NPO法人おやじりんく提供

同法人の概要

法 人 名
役 員
本部所在地
設 立
事業内容

（一社）コレカラ・サポート
千葉　晃一（理事）　稲生　豊（理事）
千葉県松戸市新松戸
2012年
高齢者およびその家族の相談業務、高齢
者支援団体のサポート、相談業務に関す
る研修事業

図表12　（一社）コレカラ・サポートの概要

（備考）1�．写真（上）は浦和の縁側「ゆずり葉」、写真
（下）は取材に応じていただいた千葉晃一代表理事
2�．信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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上げる前、ファイナンシャルプランナーとし

て個人の資産運用の相談にあたるなど個人事

務所を運営していた。このなかで、とりわけ

高齢者の財産を巡るトラブルに多く直面し、

個人事務所としての相談者への対応に限界を

感じ始めた。すなわち、「自分だけでは相談者

ニーズに対応できなくても誰かの協力があれ

ば対応できる」仕組みを構築するためには組

織的に取り組んだほうがよいという想いに

至った。これをきっかけに、2009年頃から、

外部講演会などへ出席して名刺交換をするな

ど積極的に人脈を広げながらメンバーの募集

に努め、同法人設立に向けて活動をした（注12）。

また、千葉代表が運営していた個人事務所で

は相談者が事務所に相談に訪れる「来店型」

であったが、相談実務の経験を積み重ねるな

かで、「本当に相談したくて困っている人がい

れば、その人に対して自分から接触を図って

いく」ことの重要性を感じたことから、同法

人のビジネスモデルを「訪問型」に転換した。

　こうして現在、同法人が一つの相談窓口と

なり、同法人に協力する各分野の専門家が集

まって一度に相談者の課題解決にあたる「ワ

ンストップサービス」に取り組んでいる。

ロ．事業の概要

　同法人は、その設立経緯にあるとおり、例

えば身寄りのない高齢者や、家族を亡くした

人、介護や看護をしている家族などを対象

に、相続や財産管理にかかる一括したサポー

トを行っている。同法人では、それぞれの分

野の専門家（税理士等）と連携し、同法人と

専門家が一つのチームとして相談者に対応し

ている（注13）（図表13）。すなわち、同法人の相

談員が相談者と専門家をつなぐ窓口になるた

め、相談者は「この相談内容を誰に相談すれ

ば良いか」で悩むことはなくなる。

　受け付けた相談に対しては、「相手が困っ

ていることをなくす」ことを目指し、依頼さ

れたことだけでなく家族を亡くしたことによ

る精神的なケアを含めて手厚いカウンセリン

グを行っている。相談者対応は、1回の訪問

で解決することがあれば、年単位で相談者に

寄り添っていくこともあるなど、ケースバイ

図表13�　相続コンサルティングのサービス提
供スキーム

契約書

契約書

利用者

帯同訪問

業
務
委
託
契
約

専門家（税理士等）専門家（税理士等）

（一社）コレカラ・サポート（一社）コレカラ・サポート

（備考�）取材にもとづき信金中央金庫�地域・中小企業研究
所作成

（注）12�．2011年3月の東日本大震災をきっかけに相続コンサルティングの利用者ニーズが高まり、この頃から同法人のビジネスモ
デルに対する社会の理解度が高まり、またメンバー募集もスムーズとなった。

13�．同法人では士業の独占業務を担うことは法律上できないことから、相談者は、同法人用と士業用との2つの契約を締結す
る契約スキームとなっている。

� 調　査� 15



ケースで真摯に相談者に向き合う。この姿勢

の背景として、同法人では、亡くなった個人

を取り巻く家族の存在にも配慮し、「『人』で

はなく『家』という考え方」を大切にしてい

ることが挙げられる。

　同法人の主要な事業の柱は、家族信託（注14）

である。とりわけ、親が認知症になった場合

の財産管理にかかる相談が多いことから、相

談者一人ひとりの状況に応じたオーダーメイ

ド型財産管理「コレカラ安
あんしん

信」をサービス提

供している。認知症のほか入院をしたり身体

が不自由になったときなどに本人名義の通帳

や印鑑の管理、入出金や必要な手続きを依頼

できる家族が対応できるようサポートした

り、介護付き老人ホームなどの施設への入居

希望者に対するサポートなどを行うことで、

相談者を手口が巧妙化する詐欺被害などから

も守っている。また、「未然に防ぐ」という

主旨での相続コンサルティングとして、公正

証書やエンディングノート（注15）などの作成支

援などにも取り組んでいる。

　そのほか、「『人』ではなく『家』という考

え方」の下で相続コンサルティングをするな

かで、家族を亡くした悲しみや介護などへの

不安などを持つ人々が「話し合い、癒し合

い、相談できる場所」の必要性を感じ始め

た。こうしたとき、2014年末に、ある亡く

なった家主の「遺された自宅は地域の交流の

場として役立ててほしい」という遺言につい

てある家族から相談を受けるなか、同法人と

その家族で何度も話し合いを重ねた。その結

果、この家族の理解と協力を得て、「縁」、

「円」、「entry（エントリー）」の頭文字をとっ

た空き家活用事業「en（えん）プロジェクト」

を立ち上げた。2015年6月に、亡くなった家

主が自宅で茶道教室を開いていたことを考

慮して、茶室という憩いの空間を活かした

新たな本のあるコミュニティスペース「ま

ちライブラリー＠ゆずり葉」（図表14）が開

設された。同施設は2階建てであり、どの部

（注）14�．財産管理の一つの手法であり、資産保有者が、特定の目的（例えば「自分の老後の生活・介護等に必要な資金の管理及び給
付」等）に従って、その保有する不動産・預貯金等の資産を信頼できる家族等に託し、その管理・処分を任せる仕組みのこと。

15�．本人が死を迎えるにあたり、家族などに、自身の想いや希望を伝えるためのノートのこと。ただし、記述内容に法的拘束
力はない。

図表14　まちライブラリー＠ゆずり葉の室内風景

（備考）1�．写真（上）は1階和室ラウンジ、写真（下）は
玄関にあるイベント予定ボード

2�．「まちライブラリー＠ゆずり葉」の所在地は埼
玉県さいたま市浦和区

3�．信金中央金庫�地域・中小企業研究所撮影
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屋でも、日中、オープンスペースとして誰で

も自由に利用できる。現在、このオープンス

ペースでは、正会員の石倉英樹公認会計士・

税理士による相続を楽しみながら学ぶ創作落

語が行われたり、地元のインテリアコーディ

ネーターによる部屋をテーマにしたイベント

が行われるなど、相続に限らず幅広い話題で

“地域がつながる”スペースとして活用されて

いる（注16）。

ハ．今後の展望

　今後、千葉県、埼玉県、東京都、神奈川県

の1都3県を中心に、同心円を描くように事

業を拡大していきたい意向がある。相続コン

サルティングは、相談1件にかける時間は多

いわりに対価が少ない「非効率」なものであ

るが、それを承知のうえで「非効率でトガ

る」ことを狙っている。すなわち、「質」で

の事業拡大を目指したい。こうしたなか、高

齢者問題に取り組んでいる民間企業、NPO、

自治体との外部連携を進めており、とりわけ

「コレカラ安
あんしん

信」サービスのかかわりで不動

産会社との連携強化を図っている。

　同法人の主要な収入源は、家族信託による

相談報酬であるが、まだ安定的な収入には

至っていないため、常にキャッシュフローが

不足しないかを配慮した運営となっている。

NHKへの出演などで知名度が上がりつつあ

り、口コミでの人材や仕事の紹介を受けるよ

うになって協力者が増えつつあるなかで、収

入が安定してくれば、事務所に常時駐在する

事務員を雇い入れ、相談を受ける “入り口”

の体制を充実させたい。また、千葉代表の後

継となるきめ細かい手厚いコンサルティング

のできる相談員を育成できておらず、30歳

前後の若手相談員の育成にも課題を抱えてい

る。すなわち、事業を拡大するにあたって

は、「カネ」と「ヒト」の問題が常につきま

とっている。

　同団体は、最近、「日本一思いやりのある

社団法人をつくる」をキャッチフレーズに掲

げた。このキャッチフレーズに“共感”できる

会員をさらに募りながら、事業展開を図って

いく方針である。

3�．コミュニティビジネス支援のあり
方とは

　前章で取り上げた各事例は、それぞれの地

域社会において解決しなければならない課題

があり、その解決へのニーズが存在している

ことから、コミュニティビジネスとして今

後、事業の継続、成長が期待できよう。

　しかし、1章で述べたとおり、地域社会の

課題が多様化、複雑化するなかでコミュニ

ティビジネスの担い手が増加しており、今後、

これら増加する担い手をどのように支援して

いけばよいかが大きな課題になりつつある。

　コミュニティビジネス支援は、「経営面

（注）16�．利用者からは、「和室や庭が親戚の家のような雰囲気で居心地がよく、初対面の人とも話しやすい場所だと感じました。
また立ち寄りたいです。」（40歳女性）や「近くにこういう場所があれば、心のケアのような役に立つのではないか」（50代男
性）などの感想が寄せられている。今後も、地元の住民が入りやすくなるよう心がけながら、「地域の居場所づくり」に取
り組んでいく。

� 調　査� 17



（行政、専門家による支援）」と「金融面（資

金面）」の2つに大きく分けられる。そこで以

下では、「経営面」のコミュニティビジネス

支援の事例として、コミュニティビジネス事

業者に対する支援を使命とする中間支援組織

である特定非営利活動法人コミュニティビジ

ネスサポートセンター（以下、「CBS」とい

う。）を取り上げる。また、「金融面」のコ

ミュニティビジネス支援の事例として、前章

で取り上げたNPO法人ムーミンの会および

NPO法人おやじりんくに対する支援に取り組

んだ横浜信用金庫（神奈川県横浜市）と埼玉

縣信用金庫（埼玉県熊谷市）を取り上げる。

（1�）特定非営利活動法人コミュニティビジ

ネスセンター（東京都千代田区）

　CBS（図表15）では、「人材育成」、「支援

施設・拠点の運営」、「コミュニティビジネス

事業者への資金支援」、「中間支援機能（他地

域との連携や交流の機会提供）」などを事業

として取り組んでいる。

　永沢代表は、コミュニティビジネスの特徴

として、 ①法人格の多様性（任意団体、

NPO法人、株式会社など幅広い）、②財源の

多様性（事業収入、寄付金、補助金、助成金

など資金調達の幅が広い）、③事業分野の多

様性（公益性の強い分野を含み事業分野の幅

が広い）ことを挙げる。こうした多様性か

ら、コミュニティビジネスを専門的に目利き

したり、事業者間をコーディネートしたり

ネットワーク化できる専門家が乏しい。その

ため、同センターでは、まずは「人材育成」

に取り組み、セミナーやシンポジウムの開催

だけでなく、地域でのコーディネーター人材

の育成や中間支援機関の機能強化を目的とし

た「コミュニティビジネスアドバイザー

（CBA）認定講座」や「コミュニティビジネ

スコーディネーター（CBC）認定講座」を

実施している。

　また、永沢代表は、コミュニティビジネス

での成功要因として、①地域性（地域の風

土、歴史、環境等）、②担い手の個性（担い

手自身の想いや団体のミッション等）、③ビ

ジネスモデル（事業の仕組み）を挙げ、失敗

事例の多くはこの3つの要素を活かしていな

いという。そこで同センターでは、担い手の

ステージに合わせた「支援施設・拠点の運

営」に取り組む。現在、「ちよだプラット

同法人の概要

法 人 名
代 表
本部所在地
設 立
事業内容

NPO法人コミュニティビジネスサポートセンター
永沢　映
東京都千代田区神田錦町
2002年
コミュニティビジネス支援

図表15�　特定非営利活動法人コミュニティビ
ジネスサポートセンターの概要

（備考）1�．写真は取材に応じていただいた永沢映代表理事
2�．信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

18� 信金中金月報　2016.6



フォームスクエア（注17）」（東京都千代田区）、

「ネスト赤羽（注18）」（東京都北区）でインキュ

ベーション施設の運営、「足立区NPO活動支

援センター（注19）」（東京都足立区）で地域団体

のコーディネートを行っている。

　そのほか、コミュニティビジネスへの資金

支援では、東京都内の信用金庫、信用組合と

連携した「女性・若者・シニア創業サポート

事業（注20）」で中核的役割を果たしたり、「広域

関東圏コミュニティビジネス推進協議会（注21）」

の事務局機能を務めて関東地域の地方自治体

や支援機関、コミュニティビジネス事業者、

民間企業、大学等の交流の機会を提供するな

ど幅広い活動に取り組んでいる。

　同センターでは、コミュニティビジネス事

業者が「社会性」と「事業性」のバランスを

とりながら自立して継続的にビジネスを継続

できるよう支援を続けている。

（2�）横浜信用金庫（神奈川県横浜市）

　横浜信用金庫（図表16）では、2004年頃

からNPO法人などコミュニティビジネス事

業者からの融資相談が出始めたことを受け

て、本部担当者が「地域の再生を担うコミュ

ニティビジネスとは何か」についてフィール

ドワークを重ねながら調査を行った結果、コ

ミュニティビジネスとは、「資金は乏しいも

のの地縁に恵まれており “ヒト” のつながり

で成長している」、「“非営利” とは “儲けて

はいけない” ということではないうえ、利益

を貸出の返済原資に充てることは十分にでき

る」などの結論に至った。

　こうした調査結果を踏まえ、地元の税理士

等の専門家からアドバイスを受けながら、

2005年2月、コミュニティビジネス事業者が成

長していくための融資商品として「拓
ひら

く（注22）」

（注）17�．東京都千代田区の産業支援施設の民営化を非営利型株式会社で実践しており、現在、企業やNPOなど300社以上が施設に
入居をし、連携、協働してプロジェクトを生み出している。

18�．東京都北区での創業者および創業間もない個人・法人（コミュニティビジネス事業者含む）を、専門家による個別相談や
勉強会の開催などで支援している。現在、22社が事務所として利用している。

19�．「ワンストップ相談」（地域貢献活動団体の相談等）、「コーディネート」（ビジネスマッチング等）の機能を持つ地域活性化
拠点で、一人ひとりのステージに合わせてきめ細かく支援している。

20�．低利・長期返済の創業者向け融資、ハンズオン支援（経営支援）の提供、決算支援、創業者向け講座の開催などを行う
（http://cb-s.net/tokyosupport/参照）。

21�．関東経済産業局と連携した1都10県のコミュニティビジネスプラットフォーム事務局（http://www.k-cb.net/参照）
22�．コンセプトは、「コミュニティの支える地域金融の可能性を拓く」である。

図表16�　横浜信用金庫の概要

（備考）1�．15年3月末現在
2�．信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

同金庫の概要

信用金庫名
理 事 長
本店所在地
設 立
役職員数
預 金 量
貸 出 量

横浜信用金庫
大前　茂
神奈川県横浜市中区
1923年
1,275名
1兆6,544億円
8,855億円

� 調　査� 19



の取扱いを開始した。当時、NPO法人は信

用保証協会の保証対象ではなかった（注23）が、

本部担当者による実地調査でNPO法人の実

態を把握していたことから、当時としては県

内で先駆けてコミュニティビジネス事業者向

け融資に取り組むことができた。

　この取組みをきっかけに、同年4月には横

浜市と連携したコミュニティビジネス事業者

向け融資商品「横浜こみゅにてぃろーん（注24）」

を、翌06年4月には川崎市と連携したコミュ

ニティビジネス事業者向け融資商品「川崎市

コミュニティビジネス支援融資」の取扱いを

開始し、地元の自治体と連携したコミュニ

ティビジネス支援にいち早く取り組んできた。

　同金庫では、今後、地元自治体が予算等さ

まざまな制約で十分な行政サービスを提供で

きなくなるなか、地元住民にとって社会性、

公共性の高い “すきま産業” の担い手として

NPO法人を含むコミュニティビジネス事業

者に期待している。同金庫では、「“コミュニ

ティバンク” を名乗る以上、コミュニティビ

ジネスを支援できない理由はない」との姿勢

で、コミュニティビジネス事業者支援の “先

駆者” として、今後もNPO法人を含むコ

ミュニティビジネス事業者を支援していきた

いとしている。

（3）埼玉縣信用金庫（埼玉県熊谷市）

　埼玉縣信用金庫（図表17）では、地元自

治体が人的あるいは予算等の制約で十分な行

政サービスを提供できなくなるなか、行政が

やるべきことをやれなくなっている現実との

ギャップを埋める役割としてNPO法人を含

むコミュニティサービス事業者の存在は大き

いと考えている。同金庫では、こうした時代

の変化を捉えて対応していくことを重要と捉

え、“まちづくり” に熱い想いを持って取り

組むNPO法人を支援することを通じて自金

庫も積極的に “まちづくり” に関わっていこ

うという想いでコミュニティビジネス支援に

取り組んでいる。また、この取組みを通じて

“さいしんブランド” をさらに高めて地域に

不可欠な存在となり、地元での認知度アップ

を図りたいとしている。

（注）23�．2015年10月1日から、NPO法人は信用保証協会の保証対象となっている（http://www.zenshinhoren.or.jp/news/2015/10/01-
171033.html参照）。

24�．商品内容は、同金庫のコミュニティビジネス向け融資商品「拓く」をベースにしている。

図表17�　埼玉縣信用金庫の概要

同金庫の概要

信用金庫名
理 事 長
本部所在地
設 立
役職員数
預 金 量
貸 出 量

埼玉縣信用金庫
橋本　義昭
埼玉県熊谷市久下
1948年
1,868名
2兆5,479億円
1兆4,535億円

（備考）1�．15年3月末現在
2�．信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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　2013年頃から、埼玉県ではコミュニティビ

ジネス支援を積極的に主導しており、こうし

たなか14年7月、同金庫は主な県内他行庫（注25）

とともに「共助社会づくりにおける協力に関

する協定」を締結した。また、本協定を締結

した金融機関とともに「共助社会づくりのた

めの活動資金調達勉強会（注26）」にも参加して

いる。同金庫では、本協定の協力事項でもあ

る「ソーシャルビジネス事業化支援」と「共

助社会づくりのためのNPO法人向け融資商

品創設」の2分野を軸に協力する方針を固め

ている。

　こうしたなか、14年7月、「さいしんコミュ

ニティサポートローン（注27）」の取扱いを開始

した。同金庫では、既にNPO法人支援を創

業サポートデスクで担っていたが、役職員の

意識をコミュニティビジネスに向けるため

に、あえてNPO法人支援だけを取り上げて

商 品 化 し て い る。 本 商 品 は、14年12月、

NPO法人支援の実態に合わせて、融資金額

の上限を1千万円から3千万円に改定され、

現在までの1年間に15件以上に及ぶ案件に対

応している。

　同金庫では、「地方創生」を実践するうえ

で「コミュニティビジネスとどのように関わ

るか」を考えることは重要であると考えてお

り、今後、役職員の間におけるコミュニティ

ビジネスへの理解度を高めるための方策を模

索していく。

おわりに� �
－�「地方創生」で期待の高まるコミュ
ニティビジネス－

　日本政策金融公庫総合研究所が2014年9月

に公表した『「ソーシャルビジネス・コミュ

ニティビジネスに関するアンケート」の結果

について』のうち、コミュニティビジネスへ

の就労意向に関するアンケート結果をみると

（図表18）、就労意向および参加意向それぞ

れにおいて3割がコミュニティビジネスに関

心を持っていることがわかる。また、経済産

業省が2011年3月に公表した「ソーシャルビ

（注）25�．�埼玉りそな銀行、武蔵野銀行、日本政策金融公庫、川口信用金庫、青木信用金庫、飯能信用金庫、西武信用金庫
26�．新たな需要、雇用、資金循環を生み出すことで地域の課題を解決し活性化するため、行政、金融機関、専門家等による勉

強会を開催し、共助の担い手の資金調達を支援する仕組みを構築することを目的にする。
27�．“まちづくり”に積極的に関わるNPO法人の活動資金を支援することを主な目的とする融資商品である。審査基準は、一

般事業会社の基準とほぼ同様となっている。（http://www.saishin.co.jp/houjin/shikinchotatsu/community/index.shtml参照）

図表18�　ソーシャルビジネス／コミュニティ
ビジネスへの就労・参加意向

参加意向

就労意向

0% 50%

現在、働いて
いる（2.2％）

働いてみたい
（24.4％）

働いてみたいとは思わない
（73.4％）

現在、参加して
いる（0.5%）

参加してみたい
（27.9%）

参加してみたいとは思わない
（71.6%）

100%

（備考�）日本政策金融公庫総合研究所（2014.9.12）『「ソー
シャルビジネス・コミュニティビジネスに関するア
ンケート」の結果について』をもとに信金中央金庫�
地域・中小企業研究所作成
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ジネス推進研究会報告書」では、「…さら

に、学生や子育て後の主婦、高齢者等、幅広

い年齢層における新しい働き方として、従来

ならば活躍の機会が必ずしも無かった人々も

含めて、「居場所」と「出番」を作り出す。」

ことが強調され、コミュニティビジネスでは

「（広義での）住民参加」が重要な鍵を握るこ

とが示されている。

　本稿で取り上げたコミュニティビジネス事

業者それぞれの事例では、「チームプレー」

が強調された。その「チームプレー」には、

それぞれの事業者に所属する社員だけではな

く、事業者を取り巻く地元住民も含まれる。

コミュニティビジネスが持続的に維持、発展

していくためには、それぞれの事業への信頼

を高め、孤軍奮闘に陥らないよう地元住民を

巻き込んだ地域内連携を図っていくことが不

可欠であろう。こうした地域一体となった取

組みが、「地方創生」でいわれる豊かで魅力

ある地域社会づくりにつながるだろう。

　また、コミュニティビジネスにこれから関

わろうという意欲の高い人材も少なからず存

在する一方、コミュニティビジネスの多様性

から、いくら意欲が高い人材でも一人での起

業には二の足を踏むケースはあるだろう。繰

り返しになるが、コミュニティビジネスでは

「人脈ネットワーク」がとりわけ重要にな

る。そのため、個人の“集合体”として事業を

展開できる環境を創出するとともに、これか

ら起業したい人財を含めたコミュニティビジ

ネス事業者同士をコーディネートする役割へ

のニーズはますます高まるだろう。こうした

役割が、特定非営利活動法人コミュニティビ

ジネスセンターのような中間支援組織であ

り、事例に挙げた横浜信用金庫や埼玉縣信用

金庫のような信用金庫に求められているので

はないだろうか。

〈参考文献〉
・�風見正三・山口浩平『コミュニティビジネス入門』（2009年）学芸出版社

22� 信金中金月報　2016.6
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（キーワード）  経営革新、イノベーション、トータル価値、付加価値、価値の共創 

（視　点）

　 2015年版中小企業白書では、イノベーションへの取組み状況をまとめ、取組み企業の実に8

割以上もがこれを達成し、その成果の内容も約7割超が収益力拡大を挙げ経営力が強化されてい

る。では、こうした経営革新で持続発展を目指す中小企業経営者は、どのような観点から収益

力につながる内容（価値）を見出しているのであろうか。顧客が納得する付加価値を具体化し、

常に大きな課題である売上高の停滞・減少等を打破する共通点があるのではないだろうか。そ

こで本稿では、これまでイノベーションや付加価値創出をテーマとした拙稿の事例から、製造

業、販売業といったモノを扱う業種での付加価値提供について再度整理分析し、さらに、今回

はサービス業で2つの事例を新たに加える。これにより、経営の持続発展に資する付加価値を創

出する際に共通する考え方・取組みを探り、環境変化への対応に取組む中小企業経営者がより

合理的・効果的に経営を革新していくための発想のヒントを提供したい。

（要　旨）
⃝ 2015年版の中小企業白書によれば、イノベーションに取組む中小企業においては、その多

くが成果を挙げて収益力向上を果たしている点が、大いに注目される。
⃝ 製造業や販売業など「モノ」を介した価値提供を行う業種のイノベーションでは、単にモ

ノそのものの価値でなく、付随する様々なサービスも含め顧客がモノの利用時に感じる

トータル価値を考えた取組みが、経営の革新・持続発展力のポイントとなっている。
⃝ 一方、「サービス」が商品の業種でも、顧客がサービスを消費する際に、コア部分の価値を

さらに高める付加部分も含めたトータルでの価値の提供が、優位性を導く根源にある。
⃝ いずれの業種でもヒントは日常活動にあり、「顧客の真の課題を解決するコト」を念頭に、

付加すべき価値に気付き、その価値を顧客と共創することに経営革新へのカギがある。

調 査

経営革新につながる製品・サービス創出へのヒント
−活力ある中小企業は顧客の製品・サービス利用時に感じる価値を常に追求−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

藤津　勝一
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はじめに

　信金中金月報2016年1月号の「経営革新で

持続発展を目指す中小企業経営者の特長」で

は、イノベーションに積極的な経営者には以

下のような特長があることをみた。すなわ

ち、明確な理念を持ち、それを、経営を通じ

て達成すべく強い使命感があり、様々な事柄

に興味・探究心が旺盛で、また、そうした情

報を自らの事業に引き寄せて考え、疑問を投

げかけこれを人脈やネットワークなども利用

して解き明かし、事業の新たな方法や成すべ

きことを発見し、具体的に試して確認し、結

果を次につなげて革新を図っている。また、

イノベーションに取り組む企業とそうでない

企業とでは、収益格差が拡大している。革新

を志向する経営者は、厳しい経営状況にある

場合でも果敢にチャレンジするのが普通であ

り、それがむしろ楽しいことであるかのよう

にも見えた。これは、何をなすべきか、何を

やりたいかが経営者の中で明確にあり、組織

としてのレジリエンス（逆境でもそれを持続

発展力に変える力）も向上させている。しか

し、日々、業務において努力を重ねてはいる

が、眼前の課題解決に追われ、短期的利益の

追求で中長期的視点を疎かにするショート

ターミズムに陥りがちとなり、本来、経営の

維持発展に不可欠なイノベーションに手がつ

いていない中小企業も少なくない。

　そこで、中小企業が経営の持続発展を目指

すに当り、顧客から高い評価を得て収益向上

をもたらすイノベーションでは、どのような

観点から優位性をもたらすモノやサービスの

着想を得ているのかを事例から探り、革新へ

の発想のヒントを提供したい。

　まず、2015年版中小企業白書等から中小

企業のイノベーションへの取組み度合いやそ

の達成度、成果を概観し、取り組みの実態を

確認する。その後、これまで拙稿で取り上げ

てきた事例の中から、モノの提供を通じて価

値を創造する3社について、それぞれが取組

みのヒントを獲得することにつながった要因

を整理し、付加価値創出（＝収益力向上をも

たらす差異化）の目のつけどころをみる。次

に、サービスそのものを商品とする中小企業

の2事例を新たに紹介し、同様に付加価値創

出のポイントを考察する。

1	．中小企業白書等にみるイノベー
ションへの取組み・成果の状況

（1	）中小企業・小規模事業者のイノベー

ションへの取組み状況

　2015年版の中小企業白書では、第二部第1

章で「中小企業・小規模事業者のイノベー

ションと販路開拓」というテーマを取り上

げ、アンケート調査から中小企業のイノベー

ションへの取組みの状況をみている。

　まず、図表1のとおり、イノベーションを

プロダクト・イノベーション（製商品・サー

ビスで新たなものを開発･提供する、既存の

ものを大幅に改善する）とプロセス・イノ

ベーション（製商品の製造方法、サービスの

提供方法に新しい方法を導入、既存のものを

大幅に改善する）のふたつに区分し、プロダ
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クト、プロセスのそれぞれのイノベーション

の具体的な活動を、①「競合他社に先駆け

た、市場にとって新しい取組み」、②「競合他

社では既に扱っているが、自社にとっては画

期的な取組み」、③「既存のものを大幅に改

善した取組み」の3つに分類している。一

方、そうしたイノベーションの達成とは、こ

うしたイノベーション活動の結果、収益性の

向上、生産性の向上、新しいノウハウの獲

得、従業員の能力向上等の具体的な成果が得

られること、としている。

　その、イノベーション活動に取組んだ中小

企業・小規模事業者の割合は、図表2のとお

り、プロダクト・イノベーションで25％か

ら35％、プロセス・イノベーションで15％

から20％程度であり、プロダクト・イノベー

ションが三つの活動類型すべてでプロセス・

イノベーションを上回っている。

　また、プロダクト、プロセスの両者とも既

存の製品もしくはサービスの大幅な改善への

取組みが最も多いが、特に、プロダクト・イ

ノベーションでは他社に先駆けた市場にとっ

て新しい商品開発・サービス導入への取組み

割合が、既存商品・サービスの大幅改善にほ

ぼ肩を並べる高さにあることは注目される。

これについて白書では、厳しい市場環境・社

会構造の変化が背景としている。つまり、企

業経営の前提状況である環境の大きな変化

で、経営を持続発展させるためには自社に

とって新しく画期的であるだけでは不十分

で、その結果、他社の後追いではなく市場に

とっても新規性のあるものを目指す割合が高

くなっている、ということである。

　ただし、信金中金月報2016年1月号の拙稿

で述べたとおり、中小企業の収益力の二極化

が進みつつあるような大きな構造変化の中に

図表1　イノベーションの区分・具体的活動・達成の内容

イノベーションの区分

①　プロダクト･イノベーション 自社の商品・サービスについて、新たなものを開発・提起することや、既存
のものを大幅に改善すること。

②　プロセス･イノベーション 商品の製造方法やサービスの提供方法について、新しい方法を導入すること
や、既存のものを大幅に改善すること。

⬇
イノベーションの具体的な活動

① 競合他社に先駆けた、市場にとって新しい取組み

② 競合他社では既に扱っているが、自社にとっては画期的な取組み

③ 既存のものを大幅に改善した取組み

⬇
イノベーションの達成

収益性の向上、生産性の向上、新しいノウハウの獲得、従業員の能力向上など具体的な成果を得られること。

（備考）『中小企業白書（2015年版）』より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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あることを考えれば、より多くの小規模事業

者・中小企業が積極的にチャレンジすること

が強く望まれる。

　文部科学省科学技術・学術政策研究所の

「第3回全国イノベーション調査報告」での

企業規模別のプロダクトまたはプロセス・イ

ノベーション実施企業割合でも確認してみよ

う（図表3）。

　企業規模が大きくなるにつれ実施割合が高

くなる。大企業では4割近くあるが、信用金

庫取引先対象である小規模および中規模層の

企 業 で の 実 施 割 合 は、 そ れ ぞ れ23.4％、

30.2％にとどまっている。この調査では常用

雇用者10人未満は調査対象外となっている

が、おそらく、10人未満の層での実施企業

の割合は、小規模層の数字並みかそれより少

ないのではないかと推察される。
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図表2　中小企業・小規模事業者のイノベーション区分別での実施企業の割合

図表3 　企業規模別のプロダクトまたはプロ
セス・イノベーション実施企業割合

　　	（文科省「第3回全国イノベーション調査」）

（備考）『中小企業白書（2015年版）』より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

（備考）1 ．文部科学省「第3回全国イノベーション調査」
（2014年3月31日公表）より信金中央金庫 地域・中
小企業研究所作成

2 ．小規模事業者：常用雇用者数10人以上49人以
下、中規模企業：同50人以上249人以下、大企
業：同250人以上
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　また、この第3回全国イノベーション調査

でのプロダクトまたはプロセス・イノベー

ションの活動実施企業割合の国際比較（対象

国は9か国）では、ドイツの64.2％をトップに、

カナダ58.1％、イタリア40.4％、韓国37.2％、

フランス34.3％、英国32.7％、中国28.8％に次

いで、日本は27.5％と8番目の低位に甘んじ

ている。阻害要因としては、「能力ある従業

者不足」や「市場に関する情報不足」、「技術に

関する情報不足」などが大きいとしている。

（2	）取組み中小企業のイノベーション達成

率は8割超と高率

　活動割合はいまひとつだが、白書の調査で

興味深いのは、活動を行っている中小企業・

小規模事業者がイノベーションを達成した割

合である（図表4）。取組みを行った企業で

は、どの区分においても、実に8割以上がイ

ノベーションを達成したという、極めて高い

数字を示す結果となっている。

　さらに、図表2の活動企業割合とこの達成

企業割合の積（注）1で未活動も含む中小企業・

小規模事業者のうち、インベーションを達成

した企業の割合（図表4の折れ線グラフ）をみ

ると、プロダクト・イノベーションの「既存

の商品・サービスの大幅な改善」の31.2％が

もっとも高く、プロセス・イノベーションの

「競合他社は既に扱っているが自社には画期
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図表4 　中小企業・小規模事業者のイノベーションの区分別活動企業の達成割合と未活動企業も
含むイノベーション区分別達成割合

（備考）『中小企業白書（2015年版）』より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

（注）1 ．アンケート調査対象企業全体でのイノベーション達成割合＝イノベーション実施（活動）企業割合×イノベーション活動
企業におけるイノベーション達成割合
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的な製造方法やサービスの提供方法の導入」

の12.1％が最も低くなっている。特に、プロ

ダクト・イノベーションで「市場にとっても

新しいもの」で26.5％、「既存商品・サービス

の大幅改善」では31.2％もの企業が達成して

いるというのは、イノベーションは中小企業

には簡単ではないといったイメージからすれ

ば、かなり高い達成率ではないだろうか。

　イノベーションは経営の持続発展に不可欠

な活動であり、実際にこのような成果を挙げ

ていることから、活動がより多くの中小企

業・小規模事業者にも広がり、そうした活動

が継続されて経営の持続発展力が高まること

が、個々の中小企業はもちろん、我が国経済

の活力ということからも極めて重要であるこ

とはいうまでもない。

（3	）イノベーションに取組む中小企業は7割

超で収益力を維持または向上

　次に、イノベーションで最も期待される収

益増という成果についてみてみる。図表5

は、プロダクト、プロセスのイノベーション

ごとに、「達成した企業」、「活動を行った企

業」、「活動しなかった企業」別の経常利益の

傾向である。

　実際にイノベーションを達成した企業、取

組んだ企業について、経常利益が増益は4割

以上にもなっている。これに対して、活動し

なかった企業で経常増益は3割前後である。

イノベーションで環境変化対応を継続する企

業とそうでない企業では、収益力の格差は時

間の経過とともにしだいに拡大していくもの

と推察される。

　図表6は、小規模事業者、中規模企業別の

イノベーション達成企業の成果の内容（複数

回答）をみたものである。収益力拡大を成果

としてあげる企業が7割を超えて抜きん出て

多い。取組み企業にとっては望ましい結果と

いえる。加えて、生産性、雇用、社員の意

欲・能力、ブランドの認知、技術・ノウハウ

など経営力向上に資する組織の変化対応力へ

の幅広い成果も確認される。つまり、直接的

な収益力拡大という成果だけでなく、間接的

あるいは中長期的に、組織として変化を持続

発展に結びつける対応力を強化するという重

要な要素も同時に確認されることは、大きな

意味を持つ。いうまでもなく、経営者自身だ
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図表5 　イノベーション達成状況別に見た経
常利益の傾向

（備考） 『中小企業白書（2015年版）』より信金中央金庫 
地域・中小企業研究所作成
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けでなく、組織としての変化への対応力向上

こそが、その企業の持続発展の原動力となる

からである。

　ここまで、①中小企業のイノベーションへ

の取組み状況について、取組み割合は小規模

事業者も含めて一定程度はあるが、十分とま

でいえる状況ではないこと、②しかしなが

ら、取組みを行っている企業では、その多く

が収益拡大を中心に幅広い成果を上げている

ことを確認した。そこで次に、事例からイノ

ベーションにつながる基本的な考え方や、具

体化するきっかけがどのようなものであった

のか、特に、製商品やサービスにおいて差別

化する価値をどのような考え方で創出し提供

しているのかについて考察する。まず、次章

で過去に拙稿で取り上げた「モノ（製商

品）」を通じて価値を提供する中小企業の3

事例（注）2から、収益力向上をもたらした経営

革新の発想へのヒントを、取組み経緯などに

おける共通点などからみてみる。

2	．製造業・販売業など製商品を介した
中小企業のイノベーションでの発想

（1	）ユーザーの製品利用時の価値向上を目

指し差別化した機械設計・製造会社

　この機械設計・製造および制御・管理用ソ

フトウエア開発企業『信金中金月報2012年

10月号』（p25-p29）では、単にユーザーか

ら提示されたスペックの機械を納期どおりに

設計・製作して納入するのではなく、ユー

ザーが実際に機械をどのように使うのかを重

視する。つまり、実際の当該機械の工程にお

ける前後とのつながりまで考えた顧客の利用

時での価値を考えたモノづくりとすること

で、主力取引先の自動車メーカーや同部品

メーカー、大手電器メーカーなどから高い信

（注）2 ．信金中金月報2012年10月号の「本物の顧客指向で付加価値を創出する中小企業」、同2013年12月号の「事例にみる中小企
業にも身近なイノベーションへの取組み」で取り上げた7事例中の3事例で、詳細はこれらを参照
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図表6　小規模事業者・中規模企業別のイノベーションによって得られた成果（複数回答）

（備考）『中小企業白書（2015年版）』より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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頼・評価を得ている。

　こうした取組みのきっかけ・背景には、

（イ）技術者である経営者は前職での就業経験

を通じて、求められる機能を徹底的に追及す

ること、ユーザーが求めるニーズの先（表面

的なものではなくユーザーが本来求めている

ものは何か）まで考えた設計・製造の重要性

などを深く認識しその実現のために独立創業

した、（ロ）木材のプレカットをシステムとし

て受注し顧客の求めるニーズを満たすために

はシステム全体で考えることが重要であるこ

とを再確認しノウハウの蓄積が実際に経験で

きる機会も得た、などがある。

　このため、機器だけでなく他社では効率性

重視で外注するソフトウエアの内製も含めた

トータルで優位性のある製品へのこだわりと

ともに、理念の実現を目指すためには自社の

経営を持続させることが重要と考え、適切な

現状把握に基づき経営判断を下すための経営

管理、顧客はもちろん取引金融機関など利害

関係者との信頼関係構築・説明責任の充足、

顧客ニーズをとらえた価値創出に欠かせない

組織力を向上させるための人材育成などにも

熱心である。当社の経営者は、「経営計画の

ない企業、金融機関を論理的に説得できない

企業、経営がオープンでない企業であっては

ならない」としている。

　当社が手掛ける分野はニッチ市場で大手企

業が参入しづらく、しかも顧客の個別課題解

決へのきめ細かな取組みが差別化要因とな

り、中小企業でも競合がほとんどないという

競争優位の状態を実現させている。

　前述のとおり差別化への取組みの着想の背

景には、経営者の前職時代の経験から形成さ

れた顧客ニーズへの徹底対応こそが技術者の

使命という極めて強い思いと、木材プレカッ

トのシステム受注での取り組みが、顧客との

コミュニケーションを通じた提案という具体

的な活動への大きな学び・きっかけを与えた。

こうした機会をチャンスとしてとらえること

は、P.F.ドラッカーのイノベーションの7つ

の機会（注）3に照らしてみると「予期せぬ成功・

失敗を利用する」「ギャップの存在（現実と

あるべき姿のギャップ）を探す」「ニーズを

見つける」などに当てはまるのではないか。

これらは、7つの機会の中でも成功について

の信頼性（確度）が高いものとされている。

　顧客の視点、つまり、受注した機械が顧客

の要望するスペック・納期どおりであること

は最低限のレベルであり、顧客がその機械の

実際の利用時にどのような効用を得ることに

最も価値を見出すのかまで考え、顧客も明確

に気付かぬ場合もある真のニーズまで探り、

提案するというのが大きなポイントである。

このため、当社では顧客との密接なコミュニ

ケーションを通じた価値創造を行っており、

それができる人材育成を重要視し「企業は人

をつくるところ、道場である」としている。

利用時の状況について、あるいはそこで求め

られるものについて質問・議論し、ユーザー

（注）3 ．成功の信頼度が高い順に、①予期せぬ成功・失敗の利用、②ギャップの存在を探す、③ニーズの存在を見つける、④産業
構造の変化を知る、⑤人口構造の変化に着目、⑥認識の変化をとらえる、⑦新しく出てきた知識を活用
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が本来求めているニーズを追及し具体化でき

る技術者人材である。実践しつつ常にノウハ

ウを蓄積し、人材を育成してさらに質を向上

させるプラスのスパイラルで、表面的なス

ペックや価格だけではない、目に見えない顧

客にとってのトータルとして大きな付加価値

が創出されている。まさに知財の活用という

ことになろう。機械という「モノ」にユー

ザーにとっての価値を見抜いて付加するサー

ビスが、知財として価値を増大させ、差別化

のポイントとなっている。

（2	）地元・文化・芸術をテーマに顧客が書

籍の魅力を発見できる町の老舗書店

　県庁所在地の中心商店街に位置する町の老

舗書店が、独自の価値を創出し健闘している

事例である『信金中金月報2012年10月号』

（p29-p32）。現在の社長はもともと家業を継

ぐ強い意思があり、大学を中退して厳しい経

営状況の中で家業に入り、創業120年の年に

30歳の若さで事業を承継した。そして、第

ニ創業ともいえる経営革新で顧客と書籍をつ

なぐ新たな価値を創出する書店へと転換さ

せ、再生を果たした。

　事業承継時の業況の厳しさの背景には、出

版物市場の縮小や競争激化などの厳しい業界

環境、安定収益源であった教科書の突然の取

引停止、仕入先取次店等との関係悪化、従業

員のモラルダウンなどがあった。現社長は、

東京で大学生活を送りつつ書店でのアルバイ

ト経験を積み、家業に入ってからもユニーク

な中小書店の研究をしていた。取次店等との

信頼関係建直しと、新たなコンセプトでの差

別化の推進のためのリニューアルが不可欠と

考えた。先代社長を説得し、周囲が他地域資

本の書店ばかりの中で、地元重視で文化的・

芸術的な価値の発信をコンセプトとする書店

づくりを、中小企業庁の中小企業経営革新制

度の計画に具体的に盛り込んだ。経営計画の

策定は未経験ながら、専門家の助言を受けつ

つ自ら策定し、この計画が県に認定されて資

金繰りにもメドをつけ、コンセプトにそった

リニューアルを実現させた。

　当社の革新での重要な点は、（イ）現社長が

書籍や書店経営に興味があり事業承継に意欲

的であった、（ロ）他地域のユニークな書店の

事例や自らの店舗の立地環境からユーザー

にとって価値のある独自の書店づくりのア

イデアを積極的に考え出した、（ハ）資金調達

面からの必要性もあったが、経営面は素人で

あったがゆえにむしろ経営革新計画策定に素

直に取組み、内容をペーパーに落とし込むこ

とで考えが具体的に整理され、同時に経営管

理の重要性なども学んだ、（ニ）人材の重要性

を厳しい状況下で痛感したことで、経営革新

や顧客の興味を増幅する価値提示に不可欠

な、モチベーションが高く得意分野をもった

読書アドバザーの有資格人材の確保を進め

た、（ホ）必要な価値を満たす品揃えへの対応

は多様な仕入れルートの開拓にもつながっ

た、（ヘ）ネットも含め顧客との熱心なコミュ

ニケーションが価値創出につながっている、

などである。つまり、現経営者には、書店経

営への強い意欲・興味・探究心をもって書店
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の業界・経営を見て先入観なく分析する冷静

さ、コンサルタントや顧客・従業員などの意

見も聞くコミュニケーション力などがある。

外部を含む経営資源を有効活用して経営革新

内容決定や実行につなげ、チャレンジを成功

させたと推察される。

　何がしかの特色を強く打ち出す魅力創出と

いう手法自体は、他のユニークな経営の中小

書店でもみられるが、特に、地元の文化や芸

術というテーマ性に注目したのは以下の要因

を分析・判断した結果であろう。すなわち、

同地域内の他の競合書店が他地域資本で一

般的な品揃であり文化的要素での差異化に

よる付加価値創出の可能性があったこと、

特に、立地が県庁所在地の中心商店街で美

術館などもあり具体的な方向性として地域や

芸術、さらに顧客が興味を持つ地元という

テーマなどで文化をアピールする意義が見出

せたこと、などである。もともと書店経営に

興味と探究心を持ち、そうした目で外部の

様々な情報をみることで、ドラッカーの7つ

の機会の中でいえば、「ギャップの存在を探

す」「ニーズの存在を見つける」といった機

会をとらえたものといえよう。

　（1）の事例同様、事業に対する意欲と、他

とは違うこと、本事例では顧客が書籍を購入

しそれを手にして読む際の付加価値（＝使用

時に顧客が感じる価値・意味付け）を新たに

生み出す、あるいは増幅することがポイント

である。「本」という「モノ」としてだけで

は他の書店と質も価格も差はないが、ストー

リー性（＝意味）を付加する「サービス」で

トータルの価値を高め「人と本の幸せな出会

いを演出」している。

（3 ）課題解決提案力が武器のコインパーキ

ング機器販売・コンサルティング会社

　当社（信金中金月報2013年12月号、p56-p59）

は、家業で電気工事士として培った設計施工・

工程管理などの知識のある経営者が、その後

のコインパーキング機器メーカー勤務での駐

車場設計・図面作成、施工、機器選定、パーキ

ング収支計画、広告宣伝、集金管理、オーナー

相談・クレーム対応など一連の業務を通じ、

顧客の本来のニーズの在りかを認識したこと

が、独立創業のきっかけとなっている。

　すなわち、コインパーキングオーナーの最

大の関心事＝課題は、そのパーキングの経営

が順調に推移し収益が確保されることであ

り、コインパーキング機器や施工、集金管理

などはあくまでその手段にすぎない、という

ことである。機器の選定・設置・集金代行な

どは、コインパーキングの経営自体が順調に

運ぶという成果があってこそオーナーにとっ

て価値が認識されるのである。

　このため、当社ではコインパーキング機器

の利用状況をネット経由で時間帯別などにき

め細かく把握し集中管理できるシステム機

器・ソフトを開発した。さらに、セキュリ

ティーのための防犯カメラも扱い、その映像

を本来の防犯目的だけでなくコインパーキン

グの管理システムの情報と合わせてパーキン

グ経営の課題解決コンサルティングに活用す

るという経営スタイルを確立した。



	 調　査	 33

　この事例での重要な点は、（イ）家業の電気

工事業から下請企業の弱点や管理の重要性を

強く認識した、（ロ）電気工事士として現場で

工事を取り仕切る経験から事業や具体的な業

務を俯
ふ

瞰
かん

的にみて先を読み段取りを考えるこ

とが合理的・効果的に進めるのに不可欠とい

うことを体得した、（ハ）コインパーキング機

器メーカー勤務時に一連の業務をすべて経験

し、特に、コインパーキングオーナーとのコ

ミュニケーションから真のニーズを発見し

た、などである。

　このため、ファブレス（生産設備をもたず

委託する）企業という身軽さを生かしながら

コインパーキング機器に利用状況を把握する

ソフトウエアを組み込み、セキュリティー目

的の監視カメラも利用状況把握などの情報収

集用としても活用し、実地検分と合わせて

個々のコインパーキングのコンサルティング

を行う経営スタイルを確立した。単に機器の

販売・据付・利用料の回収代行ではなく、コ

インパーキングがより収益を生むサポートを

ポイントに事業を組み立てている。ユーザー

の真のニーズを知り、それを満たすための機

器の開発や利用方法などを構築した。

　前述の2事例と同様に、ユーザーが機器を

「利用する際に知覚する価値」までトータル

でのサービスを考えたことが、大手・中小を

含めて他社との差別化要因になった。ちなみ

に、当社は「顧客の課題解決が自社の使命」

としている。けっして画期的で高度な新技術

を多額の研究費を投じて開発したといったイ

ノベーションではなく、既存技術を組み合わ

せてユーザーにマッチした新たな価値を提供

するイノベーションである。

　これもドラッカーの7つの機会でみると、

主に「予期せぬ出来事の利用」や「ギャップ

の存在を探す」「ニーズの存在を見つける」

などに該当しよう。

（4 ）独自性を打ち出す「モノ」プラスαの

サービスでのトータル価値の重要性

　上記3事例のイノベーションのきっかけと

具体化に強い影響を与えた事象、付加価値創

出のための基本的なポイントについてあらた

めて整理してみる（図表7）。

　いずれの事例においても、特別なこと、

というより日常の業務その他の活動の中か

ら着眼点を見出しているといってよいので

はないか。

　ただし、そうしたものを見出す力（様々

な事象を自らの事業に関連付けて新たな展

開につなげる着想）は、事業についての強

い意識を常に持ち、探究心・興味をもって

様々な事象をみているからこそできたと考

えられる（注）4。こうした前提があった上で、

これら3事例で顧客にとって差別化された価値

を創出できたポイントはどこにあったのか。

　いずれも、モノを介して顧客に価値を提供

しているのであるが、モノの金額（交換価

値）や、「モノ」単体としてとらえた価値も

（注）4 ．この点に関しては信金中金月報2016年1月号の「経営革新で持続発展を目指す中小企業経営者の特長」を参照
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もちろん重要ではある。しかし、それ以上に

ユーザーにとって差別化され価値を生み出し

ているポイントは、そのモノを顧客が実際に

利用した際に、どのようにどれだけそこから

価値を感じるのか、という点にまで深く配慮

する「サービス」であろう。

　（1）の機械設計・製造業および（3）のコイ

ンパーキンング機器販売・コンサルティング

業の2社は、顧客にとって最も大きな関心事

であるはずの利用時の価値を最大限に引き出

すにはどうすべきか、という視点で、機械そ

のものだけでなく付随する付加価値も含めた

図表7	　モノを介して付加価値を提供する３事例におけるイノベーションの実行に影響した基本
的な要因

事例（1）

（イ）	顧客が目指す本来のニーズを徹底追求することを技術者の使命と考え、独立・創業の目的とした。

（ロ）	起業の思いを実体験する受注案件の経験から、その機械単体ではなく一連のシステムの中でとらえ、
顧客が実際に利用する時における管理・制御を第一に考えることについてのノウハウ蓄積などから
本格的に（イ）の目的を目指すきっかけを得た。目的とする付加価値を創出していくためには、顧
客とのコミュニケーションが不可欠である。

（ハ）	自らの目指す方向性が、オーダーメードでシステムとしてのソリューション（解決策）を提供する
高い能力を要するニッチ市場であり、大企業が参入しづらく、中小企業でもほとんど競合がないと
いう強みがあることを認識し、戦略的に展開している。

（ニ）	方向性に沿った目的達成のため、利害関係者との信頼関係維持発展と適切な経営判断の実施のため
の経営管理による現状把握など基本の重要性を認識し実際に対応している。

（ホ）	企業は人を育てる道場であり、仕事を楽しいと感じ没頭できる人材がベクトルを合わせ未来を思考
する組織を目指し、人材への投資・育成を常に意識し行っている。

事例（2）

（イ）	早くから書店経営に興味や意欲を持ち学生時にも大手書店でアルバイトするなど強い使命感があった。

（ロ）	事業承継時に経営革新の必要性が高く、意欲とともに固定観念にとらわれなず、顧客が書籍を選ぶ、
あるいは読むことでの付加価値を新たな発想でとらえた。評価される付加価値創出のために、常に
顧客とのコミュニケーションを重視し、また、個々の従業員の得意分野を生かしている。

（ハ）	家業に入り事業承継までの間にも他地域のユニークな中小書店のコンセプトなどを熱心に研究、さ
らに計画策定でコンサルタントなどを利用するなど、外部情報・資源を積極的に収集・活用している。

（ニ）	アドバイスを受けつつも自らの手で経営革新計画を策定し、革新内容を具体に整理したことから、
計画・実行・評価・改善というＰＤＣＡサイクルが結果に結びついている。

（ホ）	経営革新計画策定を通じた財務なども含む経営管理の重要性を認識し、実行している。また、付加
価値創出の継続には人材がポイントであることを理解し、モチベーションの高い人材を選別し、資
格取得なども支援している。

事例（3）

（イ） 家業の経験を通じて、経営の自由度・独自性・経営管理の重要性などを学んだ（中小企業経営でよ
くみられる弱点を、下請であった家業での就業時に強く認識）。

（ロ）	家業での工事現場管理の経験から、先を読んで合理的に仕事を進めるための俯瞰的なものの見方の
重要性を体得した。

（ハ）	他企業での就業時にコインパーキングに係る一連の業務を経験したことと、顧客とのやり取りを通
じて真のニーズへの気づきを得、実現すべき事業の方向性を見出した。

（ニ）	創業のきっかけとして就業していた企業が買収されたことがあるが、タイミングとして様々なノウ
ハウや顧客から評価されるポイントの理解など、革新的な経営への蓄積ができていた。

（ホ）	規模重視の大企業や中小の同業他社の戦略とは一線を画す、コインパーキングの運営全般を通じた
トータルとして顧客にとっての価値創出を重視する対応や、その実現のために小規模かつ生産設備
を持たないファブレスの小回り性という強みを生かす戦略思考がある。

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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ビジネスモデルを組み立てている。

　（2）の書店の場合には、「地元」 をキー

ワードとした販売企画のイベントや書籍の紹

介文、たとえば、地元に縁のある人物が紹介

する本を集める、地元に関係する作家の作品

を紹介するなどで、顧客が知らなかった書籍

の価値を見出させるなど、顧客に魅力的なイ

メージを膨らまさせて価値を伝える。また、

子供への読み聞かせやテーマに沿ったトーク

イベント・サイン会などさまざまな催し、

ネット上での積極的な情報の発信・交換によ

る顧客との接点の増加などで店舗を興味の引

かれる場ともし、他社とは一線を画する多様

な工夫がなされている。従来の中小書店によ

くある待ちの姿勢とは違い、顧客と共に望ま

れる価値を積極的に創出し、書籍を購入して

読む動機付けを行い、顧客の情報交換の場の

役割も果たしている。

　いずれの事例においても、「モノ」そのも

のはもちろん、それに付随するプラスαの

「サービス」の価値（顧客が「モノ」を利用

することによって得たい、真に顧客が望んで

いるニーズの認識や、それを実現するモノの

設計製造から利用時のサポート・廃棄などア

フターサービスまでトータルでの価値を創出

するサービス）の重要性が共通している。機

械や書籍などの「モノ」とそれを取り巻く

「サービス」を含むトータルとして、顧客か

ら高く評価される他と差別化された付加価値

を生みだすことに大きな意味がある。モノそ

のものの質が優れていることは重要だが、そ

れだけでは真のニーズ対応には必ずしも十分

ではない。（1）の機械設計製造や、（2）の書

店などは顧客とのコミュニケーションが重要

な要素と思われ、共に価値を創り出している

といえそうである。（3）のコインパーキング

機器販売・コンサルティング業でも、経営者

がパーキングオーナーの真のニーズはパーキ

ングの機器や設置、集金代行などではなく経

営が順調に推移することであり、それに合致

する機器や運営ノウハウを提供するという

トータル価値の重要性に、パーキングオー

ナーとのコミュニケーションを通じて気付い

たことがある。これも、顧客と共に価値創り

をしているといえるであろう。

　モノを介して価値を提供する製造業や販売

などの業種においては、モノだけでないトー

タルの価値、また、コミュニケーションに基

づきその価値を創出する、といったところに

イノベーションを生む発想の大きなヒントが

あると考えられる。顧客と共に顧客がそのモ

ノに求める価値を具体的に確認し、その実現

のためにコミュニケーションを通じて合致す

るものを創り上げていく「共創」と言えるの

ではないか。

　3事例では、製品や商品を扱う製造業や販

売業において、収益力強化に結びつく顧客価

値を創出するイノベーションの発想のヒント

として、顧客の利用時の価値を考えたモノと

付随するサービスのトータルの価値を考えて

差別化を図ることがあった。次章では、モノ

ではなくサービスを商品とする業種での差別

化のポイントを事例でみていく。
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3 ．サービス業の中小企業事例にみる
イノベーション想起のポイント

（1	）㈱ツアー・ステーション…語り部が魅

力を発信する着地型観光を積極推進

イ．企業の概要

　当社は、97年に創業した愛知県丹羽郡扶桑

町の旅行企画・販売会社で、役職員数4人、年

商は15年12月期で2,800万円である（図表8）。

　当社は、犬山市を地盤とし、地元旅行会社

ならではのユニークな着地型観光（注）5を「強

み・特色」としている。「犬山おもてなし隊」

と称する地元で生まれ育った当社の添乗員に

よる説明はもちろん、古くからの言い伝えや

エピソードを知る地元住民が「語り部」とな

り、観光地を巡る通常の企画型旅行、旅行本

やネットなどでは得ることのできない興味深

い内容を提供している（図表9）。

　売上高の内訳は、当社の特色である着地型

観光を含む自社企画旅行商品が5割、国内外

のクルーズ商品が3割、その他2割となって

いる。

ロ．着地型観光への取組み開始の経緯

　（イ）環境変化からの気付き

　加藤社長は、大手流通企業の旅行事業部

に5年勤務し、旅行企画を志望していた。

しかし、企画や添乗などは思った程には経

験できなかった。そこで、独立を念頭に愛

知県小牧市の国際観光認定ホテルに移り、

約3年間、旅行企画のノウハウ・経験を蓄

積しつつ創業の準備を進め、97年に29歳

図表9 　犬山城と加藤広明社長・犬山おもて
なし隊

（備考）㈱ツアー･ステーション提供

図表8　㈱ツアー・ステーションの概要

当社の概要

社　　名
代 表 者
所 在 地
設    立
資 本 金
年　　商
役職員数
事業内容

株式会社 ツアー・ステーション
代表取締役社長 加藤　広明（創業者）
愛知県丹羽郡扶桑町柏森西前282-1
1997年
1,000万円
2,800万円（2015年12月期）
4人（役員2人、正社員2人）
旅行の企画・販売

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

（注）5 ．従来型の、旅行者を旅行企画販売業者が出発地で集めて目的地に連れて行き案内する発地型観光に対して、目的地の旅行
業者がその地域の特徴を生かした内容のプログラムを用意し、旅行参加者がその目的地に集合してその旅行業者が案内し、
現地で解散するものを着地型観光という。このため、地域活性化という観点においても注目されている。
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で旅行代理店を創業した。

　創業の数年後に、案内先での説明などで

これまでになく格段に内容が濃いものを吟

味して提案した旅行企画が、相見積もりで

単なる価格重視により競争相手に決められ

てしまった。しかしこの企画の経験から、

約5,500社もが存在する業界で独自性によ

り価格競争を回避する重要性を学んだ。ま

た、顧客の商品選択方法も、インターネッ

ト経由が増加しているなど、従来型の旅行

代理店からの転換の必要性を感じるように

なった。

　そこで、まだ発地型観光であったが、

訪れる先の歴史的背景などの資料を用意

して目的地到着までに旅行者に説明する

など、単なる観光地めぐりではない内容

に充実させて独自性を打ち出す工夫をこ

らし、こうした企画が評価されるように

なった。この内容面の充実は、その後の

着地型観光につながるひとつ目の大きな

気付きといえよう。

　こうした中で加藤社長は国内外の様々な

場所を添乗などで訪れるにつけ、地元の資

源に魅力があることを再認識するように

なっていった。すなわち、単なる観光めぐ

りではなく、歴史的・文化的な背景や意味

などをより深堀りすることが顧客に強くア

ピールするというひとつ目の気付きに加え

て、あまりに身近すぎて見過ごしていた地

元資源に、そうした歴史的・文化的な大き

な魅力があるという気付きを得た。着地型

観光へのふたつ目の重要な気付きである。

　足元に、経営革新につながる大きな材料

があった。地元の様々な観光・歴史・文化

資源、地元で生まれ育ち地域資源を知る社

内人材、「語り部」となる他に代えがたい貴

重なストーリーを知る地元住民などである。

地元企業であるからこその「強み」が発揮

できることを認識したということである。

加藤社長の、地元や祭りが好きで、何とか

地域を盛り上げたいという意欲もしだいに

強くなっていた。

　なお、着地型観光の発想への参考として

は、欧州などの「ランドオペレーター」が

あったとのことである。ランドオペレー

ターは、主に海外旅行において、現地のホ

テルや交通手段など、出発地から現地まで

の航空機等以外の現地での地上での手配専

門の業者である。ただし、単なる観光案内

や様々な手配をこなすだけではなく、その

土地の歴史・文化・風習などの特色・魅力

を旅行者が肌感覚で実感して楽しめるよ

う、地元に精通しプロデュースできること

が不可欠である。

　ところで、犬山には天守が現存するもの

で日本最古の様式の「犬山城」（図表10）、

その近くの有
う

楽
らく

苑
えん

には織田信長の実弟であ

る織田有楽斎が建てた茶道史上貴重な茶室

で国宝茶席三名席のひとつである「如
じょ

庵
あん

」

という、ふたつの国宝がある。さらに、有

楽苑内の旧正伝院書院には、長谷川等伯、

狩野山雪などの襖絵も残っている。城下は

江戸時代の町割りが日本で唯一そのまま残

り、様々な歴史的・文化的資源を有し、尾
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張の小京都ともいわれる（図表11）。

　市の人口約7万5,000人に対して、犬山城

と城下、社寺、明治村、日本モンキーセン

ター、中部圏最古の古墳群、重要無形民族

文化財の犬山祭りとその車
や

山
ま

などを、観

光・レクリェーションで訪れる利用者は年

間524万人にのぼる（図表12）。

　（ロ）貴重な地域資源たる「語り部」の活用

　地元で生まれ育った当社のメンバーと、

地元住民の語り部が、よく知る自らの地域

の貴重な資源を対象に、直接交流しながら

案内をするからこその内容の深みと臨機応

変な小回り性の利いたサービスが、魅力を

強く打ち出せる大きなポイントとして、現

在では経営革新を成功させている（図表

13）。しかしながら、その語り部の誕生の

背景には、以下のような加藤社長の課題解

決への生みの苦しみがあった。

　06年の観光立国推進基本法制定で観光振

興と着地型観光というスタイルが取り上げ

られたことも背中を押し、当初は主に地元

の顧客が中心であった取組みを、他地域の

顧客にも展開し始めた。そこで、認知度・

信用を高め、自らの思いを実現するため、

経済産業省の「地域産業資源活用事業計

図表12　犬山祭りの車山

図表11　江戸時代のままの町割りの城下の通り

（備考）㈱ツアー・ステーションHPより

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影

図表13　犬山おもてなし隊の案内風景

（備考）㈱ツアー･ステーション提供

図表10　木曽川からのぞむ犬山城

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影
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画」の認定にチャレンジしたが、犬山の魅

力をアピールするだけでは独自性が不足と

して1年目は認定を得られなかった。自信

を持っていただけに加藤社長は解決策に困

り果て、地元で様々な人に話を聞くうち

に、人々の「語り」と「直接の交流」にこ

そ魅力があるということを発見（三つ目の

気付き）し、これを取り入れて犬山まちづ

くり株式会社と共同申請し、2年目のチャ

レンジで11年9月に認定を取得した。

　このように見てくると、加藤社長の地域

資源を生かした活性化への思いと努力、そ

の過程での成功・失敗などからの学び、課

題解決のために地域の人々・地元のまちづ

くり会社・公的な支援制度など、様々な外

部資源を積極的に活用する柔軟な発想と行

動力などが、強みを発揮する革新のポイン

トとして浮かび上がってくる。単なる観光

の手配や案内といった基本的なサービスの

レベルを大きく超え、旅行者が本物を肌で

感じ満足するサービスでの付加価値（語り

や交流など体験＝コトを通じた価値）の重

要性である。

ハ．今後の取り組み	

　今後の展開としては、欧州や豪州などの旅

行者も着地型のターゲットとする。アジア系

のインバウンドは、既に現地の旅行業者が日

本に進出するほど一般化しているが、欧州や

豪州の旅行者はまだこれからの市場である。

また、中部・北陸9県の祭り、特に同地域に

多い車山やからくりなどの伝統文化をテーマ

に、各地域をつなぐことなどを考えている。

このため、既に自社で発掘した同地域内の地

元資源の活用、各地の着地型旅行業者や関連

機関などとの連携・活用などに取り組みつつ

ある。さらに、15年に大学生のインターン

シップを受け入れ（図表14）、若者も地元文

化に新鮮な興味を持っていることを認識し、

彼らの発想やSNSの利活用などで新たな視

点での資源の発掘、海外やより幅広い年齢層

も含めた顧客開拓などに注力していく。

（2	）中村トランスポート㈱…顧客の困った

を解決し期待以上の感動を創出

イ．企業の概要

　当社は、中村治久社長が運送会社で経験を

積んだ後、12年に創業した福岡県糟屋郡篠

栗町の遠賀信用金庫取引先の引越し・貨物運

送業者である。特に、九州・沖縄の離島への

引越しで独自の強みを持ち、「離島引越しレ

スキュー隊」を標榜している。

　創業時は軽貨物運送業としてわずか3人、

軽自動車1台の体制でスタートした。当時は

図表14　インターンシップの様子

（備考）㈱ツアー･ステーション提供



40 信金中金月報　2016.6

引越しで特に離島を対象とすることなどを考

えていたわけではなく、顧客ニーズに応える

態勢を構築しつつ、運送・引越しとも真摯な

対応で稼働率を向上させることに注力した。

わずか3年ほどの間に、一般貨物運送業免許

の取得や離島を含む引越しへの積極展開など

を経て、現在では役職員数（パート・アルバ

イトを含む）22人、車両も10台以上にまで

増加し、年商は2015年8月期で1億2,000万円

となっている（図表15、図表16、図表17）。

　成長の背景には、「商品は人」であり「い

かに顧客に喜ばれるか」「期待以上の感動を

目指す」を使命とした顧客満足度、つまり、

質の高い取組みがある。その結果、件数

ベースで地元福岡県内の案件の9割、長崎県

内の案件でも2割が口コミによるものとな

り、業歴は浅いがインターネットの引越し

会社比較サイトの地域密着業者のランキン

グでも常にトップクラスとなるなど高い評

価を得ている。

　売上構成比は、ユニットバスやシステム

キッチンなどの貨物運送が3割、引越しが7

割で、7割の引越しのうち2割弱を離島関係

の案件が占めている。また、離島が長崎県に

多く一般の引越しより高単価でもあることか

ら、引越し売上げの約半分が長崎県に関連し

ている。こうしたこともあり、15年には長

崎営業所を同県大村市に開設した。

ロ．期待を超えるサービス提供の原点

　（イ	）前職での経験を通じて体得した顧客

志向の姿勢

　中村社長は、トラック運転手としての

勤務時代に顧客から仕事ぶりを評価され

たことをきっかけに、世の中の役に立つ

仕事として運送業に誇りを持つに至り、

努力を惜しまずプロとして腕を磨くこと

図表16 　中村治久
社長

図表17 　当社のトラッ
ク車両群

（備考 ） 信 金 中 央 金 庫 
地域・中小企業研
究所撮影

（備考 ）中村トランスポート㈱
HPより

図表15　中村トランスポート㈱の概要

当社の概要

社　　名
代 表 者
所 在 地

設    立
資 本 金
年　　商
役職員数

事業内容

中村トランスポート 株式会社
代表取締役社長 中村　治久（創業者）
福岡県糟屋郡篠栗町乙犬131

（長崎営業所：長崎県大村市木場511-1）
2012年
400万円
1億2,000万円（2015年8月期）
22人（役員2人、正社員12人、パート・アル
バイト8人）
引越し・貨物運送

（備考）1 ．信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
2 ．写真は福岡営業所
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に注力した。

　そして、顧客の役に立つことを実現して

いくために32歳で独立を果たした。トラッ

クを使っての荷物の積載・運搬・荷降ろし

に、プラスαするさらなる満足度（期待を

越えることによる喜び）を顧客に感じても

らうために、顧客の立場で質の高い迅速・

丁寧な対応を役職員全員で追及するたゆま

ざる努力の実践こそが、当社の質による差

別化の根源といえる。たとえば、業務のコ

アである引越しそのものでの価格・利便

性・安心・安全を考えたトータルでのコス

トパフォーマンス追求に加えて、顧客自身

の宿泊やフェリー・ペットホテルなどの手

配、障害者や高齢者には介護士有資格者が

対応等々、引っ越しに伴う「顧客の困っ

た」まで可能な限り現場でサポートし付加

価値を創出する。

　（ロ）離島引越しへの取組みの背景

　当社の特長である離島の引越しは、手間

がかかり大手も含めて他社では敬遠しがち

な分野で、見積もりでさえ避けられること

も少なくないとのことである。これは、天

候などの影響に大きく左右され、フェリー

の都合に合わせたり、待ち時間が多くなる

などトラックや人手の非稼動時間が長くな

りがちで、離島のため現場の確認にも行け

ないなど、不確定要素が多いといった理由

による。まさに、困り事解決を必要とする

典型といえ、当社ではこれを年間50件程

度手掛けている（図表18）。

　積極的に手掛けるきっかけとなったの

は、創業後半年の頃に中村社長が友人を

通じて依頼された五島から宮崎市への引

越しである。五島でのフェリー出航の際

に、所持していたカメラで見送りの風景

を撮影し、到着後にプリントして顧客に

提供したところ、たいそう喜ばれた。中

村社長にもともとあった顧客に感動を与

え喜んでもらいたいとの思いがさらに強

くなり、他社でやらない・やれない顧客の

困り事の解決を目指した。中村社長の離

島好きもあり、この出来事から約1年後の

14年初めに「離島引越しレスキュー隊」

の取組みを本格的に開始した。もちろん、

こうした取組み姿勢は離島以外の引越し

や運送でも変わらない。

　実際には、直面する様々な課題に対応し

つつノウハウを蓄積していった。例えば、

①離島や長崎市・佐世保市などにも多い狭

い路地・坂道や階段などでトラックが入れ

ない場合や、予想外の現場の状況にも余裕

をもって安全確実かつ臨機応変に対応でき

図表18　フェリーの出航風景

（備考）中村トランスポート㈱HPより
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る体力と引越技能の習得のための日々の訓

練（図表19、図表20）、②フェリー欠航時

の他便への予定組み変えを価格面も考慮し

て合理的にパソコン上で判断する仕組みの

構築、③フェリー会社との関係強化による

割安料金の実現、④他の引越しと日程を合

わせたり運送部門の仕事と組み合わせるな

どの調整で稼働率をアップさせ価格を引き

下げる工夫等々である。フェリー待ちの時

間には、コストをかけずに広告宣伝を行う

ために、チラシの設置を飲食店など近隣商

店に依頼する営業活動も行っている。

　こうした努力をひとつひとつ積み上げる

ことで、できる限りの効率性アップ・コス

ト削減を図り、顧客の要望を踏まえた十分

な説明とともに、納得する品質・価格で積

極的に離島の引越しが受けられる体制を作

り上げてきた。単純に価格が安いではな

く、顧客が要望することを達成するために

何をやらなければならないのか、そのため

にはいくらかかるのか、その際に要求内容

を安心・安全・確実に達成することを大前

提にコスト引き下げと現場対応力による顧

客の期待を超える満足度の提供を行う、と

いう発想である。

図表19　トラックの入れない現場の事前確認 図表20　日常の訓練の様子

（備考）中村トランスポート㈱HPより

（備考）1 ．上から、ウエイトトレーニング、体力トレーニ
ング、1人吊り作業訓練、結束訓練

2 ．中村トランスポート㈱HPより
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　（ハ ）理念にそった差別化のポイントは人

材育成

　当社では「商品は人」、つまり、現場対

応力のある人材の育成を差別化の基本（＝

期待以上の顧客の感動を生み出す源）とし

ている。挨拶や連絡・相談など対顧客およ

び社内連携のコミュニケーション能力と、

日々の体力・技能訓練により、実際の現場

作業は安全・確実・効率的に余裕をもって

こなせる。体力・技能や気持ちに余裕があ

るため、予想外の状況や直接引越し作業に

関係のないことまで含めて、顧客の満足に

きめ細かな対応ができる。画一的・紋切り

型の対応に陥りがちとなるため、あえて大

手業者などのようなマニュアルは導入せ

ず、現場で自ら考えて対応のできる人材育

成を継続的に行っている。新入は、一定レ

ベルの能力を身につけたうえで、はじめて

現場に出られる。

　中村社長のリーダーシップはもちろん、

その考え方にそってメンバーひとりひとり

が当社のめざす「期待以上の顧客の感動を

生み出す」という統一された方向性での努

力を継続することで、組織全体としてモノ

を運ぶという基本的なサービスを大きく超

えた付加価値が創出されている。その結果

が、創業わずか3年余りでの前述の口コミ

案件の多さやネット上での評価、規模拡大

という結果につながっている。

ハ．長崎県内の強化などでさらなる飛躍へ挑戦

　最重要資源である人材の強みをベースに、

離島が多く、15年に営業所も開設した長崎

県内での積極展開などで、10年後に人員で2

倍、売上高で3倍を目指している。たとえ

ば、長崎県内での交通機関内の広告、テレビ

CM、パンフレットなどの広告戦略、離島出

身者などの人材の獲得と着実な育成、他社に

ない丁寧なサービスで評判が高い安定収益部

門の運送と引越し部門の割合を、現在の3：7

から4：6ないし5：5とする、などである。運

送部門は、安定性とともに中長期的な視点で

年齢の高くなった従業員が体力的に対応しや

すいという意味でも、引越しとバランスよく

強化する。

（3	）中小サービス業のイノベーションでの

差別化発想への示唆

　以上のサービスを介した活力ある2事例で

の経営革新であるが、それぞれの革新の要因

は図表21のようになる。いずれも、コアと

なるサービスを確実に提供するレベルを超え

て、顧客の琴線に触れる高い満足度の実現に

注力し、差別化している。その革新における

考え方や行動、組織としての有り様などには

以下のような共通点がある。

　第一に、両社の経営者は、いずれも自らが

成し遂げたいこと、すなわち携わる業界の仕

事を通じて顧客に高い満足度を提供したい、

また、そのための仕組み作りに積極的に取組

む覚悟が醸成されていた。

　第二に、現在の特長・強みとなっている分

野については、偶然もあるが、様々な経験・

成功・失敗などから革新のヒントを得てい
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る。これは、高い意欲をもって日常の業務や

様々な情報に接するという姿勢・感度の高さ

があったからこそといえよう。

　第三に、経営課題に対して、諦めることな

くどうすれば解決できるのかを積極的に研

究・模索し、行動し、評価・改善しつつ目的

達成に近づける努力を惜しむことがない。当

然、その過程では計画通りにいかない場合も

あるが、適宜に修正し、不足するものは外部

資源も含めて積極的に見出し・活用するなど

徹底して取組んでいる。

　第四に、人材の重要性を両社ともよく理解

している。すなわち、サービス業の特長とし

て現場の時々刻々の対応が顧客評価に直結す

るのはもちろん、中長期的な経営の持続発展

という観点からも、理念・目的に沿った人材

の確保・育成と効果的活用を行うことが、継

続的に顧客と共に価値を創出する根源との認

識である。目的が明確なだけに目先の課題対

応は当然として、中長期の展開を念頭におい

た動きも忘れていない。

図表21	　サービスを介して付加価値を提供する2事例におけるイノベーションの実行に影響した
基本的な要因
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（イ） 旅行企画を手掛けることへの強い思いを実現するため、転職してノウハウを蓄積し準備したうえで
創業した。

（ロ）	創業後の経験から従来型旅行代理店業務の転換の必要性を敏感に感じ取り、当初から着地型ではな
いが発地型企画旅行での説明内容充実で、単なる価格ではない質の面での差別化に動き始めた。柔
軟な発想で、自ら考え行動することに積極的な姿勢がみられた。

（ハ）	他地域への添乗などを通じて自らの足元である犬山の歴史的・文化的魅力を再発見し、海外のラン
ドオペレーターについての知識や政府の観光立国政策の認識など幅広い知の活用が、地元企業だか
らこその強みを生かせる着地型観光の具体化につながった。知識の幅・深度、そうしたものに基づ
く柔軟な発想力を持っている。

（ニ）	着地型観光の最大の特徴であり旅行者にとって大きな魅力を創出する地元住民の「語り部」として
の活用による付加価値を、地元の人々とのコミュニケーションと旅行者の案内の現場から共創して
いった。有名観光地などを巡ったり、通常の観光案内レベルなどでは得ることがないような語り部
ならではの内容や、直接の触れあい、それを適切にアシストする犬山おもてなし隊など様々な人材
が旅行者にもたらすサービスの付加価値である。

（ホ）	着地型の地域の拡大や今後のターゲットとして欧州・豪州の旅行者の開拓も目指す、若年層の発想
やSNSの活用など、次のステップを常に目指し、情報収集やこれを利用した具体策へのチャレンジ
に積極的に挑み、変化に対応しつつ質の向上を目指している。

中
村
ト
ラ
ン
ス
ポ
ー
ト
㈱

（イ）	前職で運送業のやり甲斐の認識や使命感が醸成され、知識・ノウハウの蓄積に積極的な取組み、独
立に向けて努力をした。

（ロ）	偶然だが他社が敬遠しがちな離島の引越しに革新のチャンスを見出して、小回り性を生かし課題解
決に果敢にチャレンジし、受注可能な体制を構築していった。

（ハ）	基本のモノの運搬での体力･技能の面での日々のトレーニングによる鍛錬、さらに、マニュアルに頼
ることなく臨機応変に顧客の立場で考えた対応のできるコミュニケーション力で、総合的にサービ
ス付加価値を創出している。

（ニ）	どのようなことに価値を見出すかは個々の顧客によるため、その顧客に真摯に向き合いコミュニケー
ションを通じてその価値（顧客の課題）をとらえ、共に解決策を考えることで高い付加価値を共創
している。

（ホ）	現場での価値創出の源泉（強み）が人材にあることをよく理解し、人を大事にし必要な能力を備え
た人材の育成に応じた展開で将来展望を描いている。

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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おわりに

　ドラッカーは、その著書「イノベーション

と企業家精神」の中で、「イノベーションに

積極的な経営者は、数字（実態をデータで明

確にする）を見るとともに人を見て分析し、

さらに社会の受容度や顧客にとっての価値・

その利用が期待や習慣にもマッチしているか

などを知覚によって知る」、としている。企

業経営者は、提供したものの価値を顧客が認

識・評価し、そこにメリットを見出すために

何をすべきかを常に考え問うことで、イノ

ベーションを導き出すことができる、という

ことであろう。

　すなわち、モノの提供では、顧客がそれを

実際に利用する際に真に期待し感じる付加価

値を考え、そのための付随するサービスまで

含めどのように提供すべきかが重要となる。

一方、サービスにおいても、コアとなるサー

ビスそのものの内容の充実は当然として、そ

れに付随する部分も含め、これもトータルと

して真の課題解決に資する価値を顧客に提供

できるかが差別化のポイントとなっていた。

業種や企業規模に関係なく、経営理念が明確

で高い意欲があることは当然として、対象と

する顧客が抱える課題・悩みをその背景とと

もに理解すること、そのうえで、固定観念に

とらわれることなく合理的な解決に結びつけ

る具体策を見出し、価値を提供することの重

要性である。

　業種・規模を問わず、経営の持続発展に不

可欠なイノベーションでは、「利用時の満足

をいかに理解するか」を出発点として、「顧

客の真の課題を解決する手段＝コト」を念頭

に、提供するモノやサービスの発想・開発・

提供方法を考えることがポイントとなる。特

に、イノベーションのきっかけがつかめな

い、あるいは、消極的な中小企業には、顧客

の実際の利用の観察や、顧客とのコミュニ

ケーションなどから本当に必要なことを発見

し、課題解決に必要な価値を顧客が納得する

形で共創する努力が求められる。
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・中小企業庁編『中小企業白書 （2015年版）』日経印刷
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・Ｐ.Ｆ.ドラッカー（上田惇生 訳）『イノベーションと企業家精神』　ダイヤモンド社2007年3月
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（キーワード）  信用金庫、小水力発電、固定価格買取制度（FIT）、中小企業

（視　点）
　固定価格買取制度（FIT）が2012年7月に施行されて、本年で丸3年半をむかえる。集中導入
期間とされた3年間で、太陽光発電は大企業の参入もあり、大いに導入が進んだ。しかしなが
ら、太陽光発電以外（風力、バイオマス、地熱、小水力など）の導入は全体の1割にも満たない
現状であり、今後、各電源がバランスよく導入されることが課題となっている。
　なかでも小水力発電は、1891年蹴上発電所（京都市）が国内で初めて事業用水力発電の営業
を開始したことを皮切りに、明治・大正時代に日本各地に小水力発電所が設置され、大いに発
展した歴史がある。その後、ダムに代表される大規模・集中化等により、停滞したものの、ほ
ぼ24時間安定的に発電できることから、ベースロード電源を担う有力なエネルギー源といえる。
　そこで本稿では、東日本大震災等の影響で大きな打撃を受けた福島市土湯温泉町を取り上げ
る。土湯温泉町は、東日本大震災からの復興そして震災前よりも多くの観光客を呼び寄せるた
めに、既存の砂防えん提を活かしつつ小水力発電を用いて発電するという新たなビジネスモデ
ルを立ち上げた。それを資金面で支えた福島信用金庫の取組みについて確認することで、円滑
な導入とその後の定着に向けたヒントを探る。さらに、地域の資源を持続的に活かす施策に取
り組む福島県庁や福島市役所の事例を紹介することで、今後の考察を試みた。

（要　旨）
⃝�小水力発電は、明治・大正時代に日本各地で設置され大いに発展した。その後、ダムに代

表される水力発電の大規模・集中化等により、小水力発電は停滞するが、東日本大震災に
よる深刻なエネルギー危機や固定価格買取制度（FIT）の施行をきっかけとして、全国各
地で取り組まれている。

⃝�福島信用金庫は、「暮しのとなりに、いつもふくしん」をコーポレートメッセージに、地域
の繁栄と地域住民の豊かな暮しづくりに貢献することを目指している。当金庫として初め
ての小水力発電への融資となり審査は手探りであったものの、地域の実情を的確に把握す
るとともに事業スキームを精査したところ、事業継続性に高い可能性が認められ、そして
何よりも震災からの復興に向けた熱意と地元の同意があったため融資を実行した。

⃝�本件は、日本政策金融公庫との協調融資であり、地域の実情を的確に把握していた福島信
用金庫では、担当役員がつちゆ清流エナジー株式会社の加藤代表取締役と同行し、公庫に
対して事業スキームおよび事業継続性などを詳細に説明するといった積極的な対応を行う
ことにより、協調融資が可能となった。

⃝�つちゆ清流エナジー株式会社は、福島県福島市土湯温泉町にある小水力発電会社である。
代表取締役である加藤氏は土湯温泉町出身であり、東日本大震災等の影響で地域全体が危
機に追い込まれた状況を打開すべく、株式会社元気アップつちゆ（SPC：つちゆ清流エナ
ジー株式会社）を設立した。さまざまな知恵を絞るとともに複数の企業の協力を得て、小
水力発電における新たなビジネスモデルを実現している。

調 査

地域の資源を活かす小水力発電への融資
−福島信用金庫と株式会社元気アップつちゆ（つちゆ清流エナジー株式会社）の取組み−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

中西　雅明

46� 信金中金月報　2016.6



はじめに

　小水力発電とは、水の力を利用して発電す

る水力発電のうち比較的小規模のものであ

る。1891年蹴上発電所（京都市）が国内で

初めて事業用水力発電の営業を開始したこと

を皮切りに、明治・大正時代に日本各地に小

水力発電所が設置され、大いに発展した。そ

の後、ダムに代表される水力発電の大規模・

集中化等により、小水力発電は停滞するが、

東日本大震災による深刻なエネルギー危機と

固定価格買取制度（通称�FIT「Feed-in�Tariff」、

以下「FIT」という。）が開始されたことなどに

より、全国各地で取り組まれている。

　本稿では、東日本大震災等の影響で大きな

打撃を受けた福島市土湯温泉町を取り上げ

る。土湯温泉町は、東日本大震災からの復興

そして震災前よりも多い観光客を呼び寄せる

ために、既存の砂防えん提を活かしつつ小水

力発電を用いて発電するという新たなビジネ

スモデルを立ち上げ、中小企業を設立した。

それを資金面で支えた福島信用金庫の取組み

に着目するとともに、地域の持続的発展に向

けた地方公共団体の取組みにも光をあて、地

域の活力を活かすヒントを探っていく。

1�．小水力発電とは

（1）水力発電のあゆみ

　あらためて小水力発電の概要をみておくこ

とにする。水力発電とは、水が高い所から低

い所に流れ落ちる性質を利用したものであ

り、水の流れ落ちるエネルギーを水車によっ

て機械エネルギーに変換し、発電機によって

電気エネルギーをつくるものである。

　発電機がない時代でも、川などの水力エネ

ルギーは木製の水車を利用して、揚水、脱

穀、製粉、製糸などに広く活用されてきた。

　ちなみに、小水力発電にかかる明確な規模

の定義はなく、国や機関によってその基準は

異なることが多い。本稿では、発電規模が

10MW（10,000kW）より小さいものを小水

力発電とする（図表1）。

　ここで、日本の水力発電の歴史を振り返っ

てみよう（図表2）。1888年に宮城県仙台市

の宮城紡績で紡績用水車により発電（出力

5kW）を開始したのが本格的な水力発電の始

図表1　水力発電の規模
分　類 発電規模 FIT買取価格 主な利用水車

大水力発電 100ＭＷ以上 －
フランシス水車
ターゴインパルス水車
クロスフロー水車

中水力発電 10～100ＭＷ 1Ｍ～30ＭＷ
（24円/kWh）小水力発電 １～10ＭＷ

ミニ水力発電 100kＷ～1ＭＷ
200k～1ＭＷ

（29円/kWh） ペルトン水車
クロスフロー水車
プロペラ水車200kＷ未満

（34円/kWh）マイクロ水力発電 100kＷ以下

（備考�）伊藤義康『分散型エネルギー入門』（2012年5月）および経済産業省�資源エネルギー庁ウェブサイトより信金中央金庫�
地域・中小企業研究所作成
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まりとされる。1891年には琵琶湖疏水を利用

した蹴上発電所（京都市）により日本初の事

業用水力発電の営業が開始された。このころ

から日本各地に水力発電所が建設され始める

とともに、1907年には東京電灯（現在の東

京電力）による東京への高圧長距離送電

（55kV、75km）の成功により、遠隔地大型水

力の本格的な開発が始まった。この時代から

始まる水主火従は50年以上続くこととなる。

　終戦後、高度経済成長に伴う電力需要の急

増に対応するため電力の安定供給という大き

な課題を抱えた日本は、大規模ダム（貯水池

式）水力発電所の開発が行われた。また、

ピーク電力の供給源として大規模揚水発電の

開発が行われた。1970年代に2度にわたる石

油ショックを契機として、脱石油化・電源多

様化を図るため、純国産エネルギーである水

力発電の重要性が再認識され、中小水力発電

所の開発が進んだ。

　その後、東日本大震災によるエネルギー危

機やFITの施行を契機として、再生可能エネ

ルギーの中でも24時間安定的に発電できる小

水力発電への見直し機運が高まってきている。

　水力発電といえば、従来は大規模ダム（貯水

池式）水力発電所が主流であり、総事業費は

数百億円単位であったため、地域の信用金庫が

融資可能な案件といえるものではなかった。し

かしながら、FIT施行により、小水力発電によ

る売電価格が引き上げられたのを契機に、発電

規模が数kW～数百kW程度の小水力発電（総

図表2　日本の水力発電の歴史
年 事　項

水
力
開
発
の
幕
開
け

1888年 三居沢発電所（宮城県）が水力発電開始

1891年 蹴上発電所（京都府）が事業用水力発電の営業開始

このころ、日本各地に水力発電所が設置される。

1910年 第一次発電水力調査開始

1912年 水主火従時代の幕開け（～1962年）

水
主
火
従

大
規
模
水
力
開
発
の
時
代

1918年 第二次発電水力調査開始

1937年 第三次発電水力調査開始

1956年 佐久間発電所（静岡県）完成（日本一の年間総発電量を誇る）

1956年 第四次発電水力調査開始

1963年 黒部川第四発電所（富山県）完成（日本一の高さを誇る黒部ダム）
環
境
に
配
慮
し
た
水
力
開
発
の
時
代

1973年 第一次オイルショック

1979年 第二次オイルショック

1980年 第五次発電水力調査開始

1981年 新高瀬川発電所（長野県）完成（東洋一の規模のロックフィルダム（高瀬ダム））

2003年 RPS制度（電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法）施行

2005年 京都議定書発効

2011年 東日本大震災発生

2012年 固定価格買取制度（FIT）制度施行

（備考�）全国小水力利用推進協議会『小水力発電がわかる本－しくみから導入まで－』（2013年9月）および経済産業省�資源
エネルギー庁ウェブサイトより信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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事業費�数千万円～数億円程度）が、ポテン

シャルの高い地域で複数取り組まれている。

（2）水力発電のしくみ

　水力発電は、高い位置にある河川などの水

を低い位置にある水車に導き、その高低差

（落差）を利用して水車で発電機を回し、電

気を発生させるものである。

　水力発電の基本構成として次の5点があげ

られる。①取水設備（発電に使用される水

は、最初にダムや取水堰で必要な量を確保

し、取水口で取水する）、②排砂設備（沈砂

池などの排砂設備において、土砂を沈殿させ

る）、③導水設備（調圧水槽で水車に流れ込

む水量を安定させたのち、水は水圧管路を流

れ落ちる）、④発電所建屋内電気設備（水圧

管路を流れ落ちる際の落差によって得られる

エネルギーにより水車が回転する。水車の回

転エネルギーは発電機によって電気に変換さ

れ、発生した電気は制御盤・配電盤、変圧器

などを通って送り出される）、⑤放水設備

（発電に使用された水は放水路を流れ、放水

口で放水される）（図表3）。

　また、水力発電を水の利用形態の視点から

分類すると、渓
　けいりゅう

流水利用、農業用水利用、上

水道施設利用、下水道施設利用、ビル・工業

循環水利用が主なものとしてあげられる。発電

の基本構成は大きく変わらないものの、それぞ

れの形態に適している設備に違いある（図表4）。

　直近1年間の小水力発電所の稼動開始状

況（注1）をみると、渓流水利用（既存のダムや

砂防えん堤）、上水道施設利用が大半となっ

ている。これらの地点は地方公共団体が管理

しているものが多いため、地方公共団体が自

（注）1�．全国小水力利用推進協議会『小水力発電事例集2015』（2015年10月）

図表3　水力発電の基本構成

（出典）経済産業省�資源エネルギー庁『中小水力発電計画導入の手引き』（2014年2月）
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ら小水力発電を導入するケースと、開発地点

として民間事業者に提供するケースがあり、

本稿で取り上げるつちゆ清流エナジー株式会

社のケースは後者に該当する。

　ちなみに、発電に利用される水車は、地形

によりさまざまな落差や流量があるため、水

車もそれにあわせてさまざまな種類が使用さ

れている。水車の方式は、「衝動水車」、「反

動水車」、「周流水車」、「重力水車」の4種類

に分類することができる（図表5）。小水力

発電によく使用される水車は「衝動水車」と

「反動水車」であり、流水のエネルギーを機

械エネルギーに変換する羽根車（ランナ）の

形状と構造によりに区別される。

　「衝動水車」は、水の速度エネルギーによ

る衝撃で水車を回転させる方式である。本稿

で取り上げるつちゆ清流エナジー株式会社の

土湯温泉東
ひがしからすがわ

鴉川小水力発電所でも採用され

ているクロスフロー水車は、流量調整ができ

るように流水入口にガイドベーン（案内羽

根）を設置し、低流水量でも発電効率低下が

少ないのが特徴である。

　「反動水車」は、流水が羽根を通過するとき

の圧力エネルギーによって水車を回転させる方

式であり、さまざまな水車が開発されている。

図表4　水の利用形態
利用場所 利用例

渓流水利用
・�渓流に堰を設けて取水し発電所まで導水し、発電後に再び河流に放流する。
・�既設の砂防えん堤を取水堰として利用する。
・�既設ダムから放流される河川維持流量を利用する。

農業用水利用

・�落差工（地形の関係上設置する短い距離で段差を設けて水を流下させるもの）を利用
する。

・�連続する落差工や急流工などにより大きな落差が得られる場合は落差工をバイパスす
る形で取水し、発電後、既設水路に再び放流することも考えられる。

上水道施設利用

・�原水取水箇所から浄水場、または浄水場から配水池、あるいは調整池までの間で得ら
れる落差が利用できる。

・�送水過程では、通常、管路末端部に水圧を減圧するための減圧用バルブ等が設置され
ており、この減圧する水圧を水力発電に利用することも考えられる。

・�減圧用バルブ等に並列する形で水車・発電機を設置し、発電するとともに水車による
水量調整も行う。

下水道施設利用
工場・ビル内水利用

など

・�事例数は少ないが、下水道施設や工場内の循環水等を利用して発電を行うことも考え
られる。

＜下水道施設利用＞
・�最終処理施設からの処理水を河川や海域へ放水する際の落差を利用する。
・�下水道施設のレイアウトによっては、上水道と同様に下水処理後の送水途中の減圧バ

ルブ部分において得られる落差を利用して発電している事例もある。

（備考�）経済産業省�資源エネルギー庁『中小水力発電計画導入の手引き』（2014年2月）より信金中央金庫�地域・中小企業研
究所作成

（備考�）伊藤義康『分散型エネルギー入門』（2012年5月）よ
り信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

ペルトン水車

ターゴインパルス水車

クロスフロー水車

衝動水車

フランシス水車

斜流水車

カプラン水車

チューブラ水車

ストレートフロー水車

反動水車
プロペラ水車

らせん水車

下掛け水車
周流水車

上掛け水車

胸掛け水車
重力水車

図表5�　水車の主な種類
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　なお、「周流水車」と「重力水車」は古く

からかんがいや製粉用に利用されてきた水車

の方式であり、いずれも開放型水路に設置さ

れる。「周流水車」は水流のエネルギー、「重

力水車」は水が落下するときの重力エネル

ギーによって水車を回転させる方式である。

　水力発電のポテンシャルについて、資源エ

ネルギー庁のデータベースによると、発電規

模が30,000kW以上については非常に開発率が

高い。一方、3,000kＷ以下については開発率

が低くなっており、小水力発電については相

応のポテンシャルがあるといえよう（図表6）。

（3）小水力発電のファイナンス

図表6　水力発電のポテンシャル

出力区分（kW）
既開発 工事中 未開発

地点 出力（kW） 地点 出力（kW） 地点 出力（kW）
1,000未満 541 225,106 38 14,306 369 240,630

1,000～3,000 428 764,168 6 10,099 1,227 2,256,000
3,000～5,000 164 617,575 2 8,900 523 1,961,900
5,000～10,000 286 1,938,440 3（1） 20,820 337 2,265,700
10,000～30,000 366 6,099,200 2 42,600 206 3,267,900
30,000～50,000 89 3,374,200 － － 21 801,900
50,000～100,000 67 4,384,050 2（2） 117,290 14 879,100

100,000以上 26 4,925,500 1 153,400 3 378,000
計 1,967 22,328,239 54（3） 367,415 2,700 12,051,130

（注）1�．2015年3月末現在
2�．「工事中」のうち、既開発地点の増設、改造中地点数を（　）内数で示した。

（備考�）経済産業省�資源エネルギー庁『発電水力調査』より信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

（備考�）環境省『地域における再生可能エネルギー事業の事業性評価等に関する手引き（金融機関向け）Ver1.1～小水力発電
事業編～』（2015年3月）より信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

【コンサルティング業務】

【土地の貸与】

【出資】

【情報提供】
   【資金支援】

【（信用）保証】

【付保】
【設備の販売・保証】
【保守・メンテナンス】

【融資】

【設計・調達・建設】
【保守・メンテナンス】

【事業の企画・立案】
【事業の運営】 【電力受給契約】

【資金支援】
【情報提供】
【(信用)保証】 【保守・メンテナンス】

技術・財務・法務
コンサルタント

保　険

土地賃借人

市　民

地域の協議会

市区町村

国、都道府県

発電設備メーカー

ＥＰＣ事業者等

電気事業者

公的金融機関

事業主体
（事業者）

Ｏ＆Ｍ事業者

地元金融機関
（信用金庫・地域銀行など）

図表7�　小水力発電の事業スキーム〔イメージ〕
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　小水力発電事業には、主に図表7にあげる

ような関係者が存在する。関係者の数やかか

わり方は、案件の種類や規模によって異なる

ため、金融機関の融資の検討にあたっては、

各関係者の役割および責任範囲について把握

することが重要となってくる。

　小水力発電の融資チェックポイントとして

は、①事業の基本的枠組み、②設備・施工、

③運営管理、④法的対応事項、⑤その他があ

げられる（図表8）。

　①事業の基本的枠組みや②設備・施工にお

いては、総事業総額（特に工事費）が適切に

見積もられているかどうか確認することが重

要となってくる。経済産業省� 資源エネル

ギー庁「中小水力発電計画導入の手引き」

（2014年2月）に小水力発電所の構造物ごと

図表8　小水力発電にかかる融資チェックリスト
確　認　内　容

基本的枠組み

事業主体 □ �（出資者が複数存在するSPCの場合）責任の所在が明確化されているか。�
事業規模 □ �適切な事業規模となっているか。

資金構成
□ �総事業総額が明確になっているか。
□ �資金構成計画が実現可能なものになっているか。�
□ �その他資金調達の目途が立っているか。

設備・施工

設置場所

□ �適切な流量・有効落差が確保できる等、自然条件が有利な場所か。
□ �事業が可能な地目か。開発制限のある区域指定地ではないか。
□ �地盤や、工事・維持管理のためのアクセス可能性が確認されたか。
□ �水利用権の確認と地元の合意が取れているか。�
□ �十分な期間の流量資料があるか。�
□ �立地に応じた系統連系費用が考慮されているか。�

設備の選定

□ ��信頼性・信用力の高い水車メーカーの設備・製品が選定されているか。
□ ��発電用地の落差や流量に適した機種選定がなされているか。
□ ��設備性能の保証が十分か。
□ �経済産業省から設備認定、電力会社への接続の申込みが終了し、買取価格が決定しているか。
□ �年間予測発電量は、適切に算定されているか（故障・メンテナス対応を考慮しているか等）。

設計・調達・
建設の実施

□ �設計・調達・建設の実施主体が、経験豊富で信用力を有する業者か。
□ �契約内容において、業務の対応範囲や責任所在が明確になっているか。
□ �減水区間への影響が最小限化され、大雨・洪水等を考慮した設計となっているか。
□ �施工状況は適切か。

運営・管理
□ �実績や信頼性の高いO&M体制になっているか。
□ �必要な運営管理費（人件費、販管費、修繕費、固定資産税、保険料等）が十分に見込まれているか。
□ �洪水等の自然災害を想定した設計や保険等、不可抗力リスクへの対応がなされているか。

法的対応事項

水利用権 □ �水利権に関して必要な手続き・許可を得られているか。

電気事業
□ �系統連系協議が進められ、連系承諾が得られているか。
□ �段階に応じて電気事業法にもとづく必要な各種届出がなされているか（発電規模に応

じた対応）

土地
□ �土地の所有権が実施期間中確保されているか（【賃借権による利用権取得の場合】貸

借権の登記がなされているか）
□ �（農地や林地からの転用の場合）転用手続きがなされているか。�

環境影響評価
□ �近隣住民、水利関係者との合意形成がなされているか。
□ �発電規模に応じて適切に環境影響評価が実施されているか。

その他関連法令 □ �必要な関連法令に対応できているか。

その他確認事項

□ �現地を視察・調査したか。
□ �事業者の意欲や対応の誠実度は十分か。
□ �返済計画は妥当か（季節・月ごとの発電量の差が大きい場合、それを考慮した返済計

画となっているか）。

（備考�）環境省『地域における再生可能エネルギー事業の事業性評価等に関する手引き（金融機関向け）Ver1.1～小水力発電
事業編～』（2015年3月）より信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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に適当な設備諸元をパラメータにとって短時

間で概略の工事費を把握する方法が記載され

ており、参考にすることができる。

　③運営管理の点では、小水力発電機は、台

風や洪水などの自然災害による故障が発生す

る可能性があるため、事業者が自然災害やその

他各種トラブルに対応するための保険に加入し

ているか確認することが大切になってくる。

　④法的対応事項における主要な許認可手続

きは、河川法および電気事業法による手続き

である。特に、特定水利使用の許可を得るま

でには数か月～1年程度を要することもあ

り、十分な準備期間が必要である。また、発

電所の設置場所が国立公園などに該当する場

合は、別途自然公園法などの関係法規に関す

る手続きが必要となってくる場合があるた

め、事業計画の段階で考慮されているか確認

することが重要である。

　また、最近では、用地の確保で山間地など

土地の地権者が複数人に渡るケースや地元の

合意を得るのに数か月以上要するケースが散

見されているため、注意する必要がある。

2�．地域の資源を活かす小水力発電へ
の融資

（1�）福島信用金庫が展開する小水力発電へ

の融資

　福島信用金庫は、福島県福島市に本店をお

き、「暮しのとなりに、いつもふくしん」を

コーポレートメッセージに3つの経営理念（注2）

を掲げ、地域の繁栄と地域住民の豊かな暮

しづくりに貢献することを目指している。

シンボルマークは桃の特徴を活かしたシン

プルでまろやかな曲線で表されており、福

島信用金庫を中心とした地域の「輪」、地元

の「和」にもつながり、福島信用金庫の

「身近にあって、親しみやすい金融機関」を

表現している（図表9）。

　後述するつちゆ清流エナジー株式会社への

融資は、当金庫としても始めての小水力発電

への融資となり、審査は手探りであった。し

かしながら、土湯温泉町復興再生協議会の賛

（注）2�．①地域の繁栄と豊かな暮しづくりに貢献する。②心を合わせ積極的に業務を展開し、強靱な経営体質を作る。③活気に満
ち、豊かな働きがいのある職場とする。

信用金庫の概要

信用金庫名
理 事 長
所 在 地
設 立
預　 金
貸 出 金
従業員数

福島信用金庫
樋口　郁雄
福島市万世町1番5号
1976年（昭和51年）5月
3,625億円
1,537億円
311人

図表9　福島信用金庫

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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助会員として福島信用金庫も名を連ねてお

り、地域の実情を的確に把握することができ

たうえに、事業スキームに関する工事施工お

よび事業継続性に高い信用があり、そして何

よりも震災からの復興に向けての熱意と、地

元の同意がみられたことから融資を実行し

た。ちなみに、本件は、プロジェクト融資で

あり、代表取締役などの個人保証はとってい

ないことも特筆すべきことである。

　なお、本件は日本政策金融公庫との協調融

資であり、地域の実情を的確に把握していた

福島信用金庫では、担当役員がつちゆ清流エ

ナジー株式会社の加藤代表取締役と同行し、

公庫に対して事業スキームおよび事業継続性

などを詳細に説明するといった積極的な対応

を行うことにより、協調融資が可能となった。

　今後については、発電機などを担保とした

ABLも検討しており、こうした福島信用金

庫の新たな取組みは福島の復興を後押しする

だけでなく、地域の活性化を推進する躍動源

となろう。

（2�）地域の資源を活かす「株式会社元気アッ

プつちゆ｣（つちゆ清流エナジー株式会社）

　つちゆ清流エナジー株式会社は、福島県福

島市土湯温泉町にある小水力発電会社（特定

目的会社（注3）：SPC）である（図表10）。

　土湯温泉には年間約23万人の宿泊客が訪

れていたが、東日本大震災により土湯温泉で

も震度6強を記録し、建物の倒壊など壊滅的

被害を受けた。16軒あった旅館のうち、建

物の被害が大きかった大型旅館などが自己破

産または廃業に追い込まれ、11軒にまで減

少した。代表的な福島市内の温泉（飯坂・高

湯・土湯）のうち、ここまで被害が大きかっ

（注）3�．資産流動化法にもとづいて設立された、特定の目的を持った企業のこと。債務や負債を出資企業の財務から切り離して、
特定の事業会社だけに遡及させるファイナンス手法を採用する場合に設立される。

図表10�　株式会社元気アップつちゆ

当社の概要

社　 名

代 表 者
所 在 地
設 立
資 本 金
事業内容

株式会社元気アップつちゆ
　（特定目的会社）
　つちゆ温泉エナジー株式会社
　つちゆ清流エナジー株式会社
加藤　勝一
福島県福島市土湯温泉町字下ノ町17
2012年（平成24年）10月
2,000万円
土湯温泉町復興計画の実施など

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

図表11�　代表取締役社長　加藤�勝一氏

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所撮影
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たのは土湯温泉のみである。宿泊客数は約3

分の1にまで減少し、土湯温泉町は地域全体

が危機に追い込まれた。

　こうした状況を打開するべく、2011年11

月に旅館経営者らが土湯温泉町復興再生協議

会を設立し、全国の温泉観光地を牽引できる

ような計画（注4）を策定した。計画の具現化に

向けて、土湯温泉の将来を考え、湯遊つちゆ

温泉協同組合とNPO法人土湯温泉観光まち

づくり協議会が出資し、株式会社元気アップ

つちゆを12年10月に設立し、その後、特定

目的会社としてつちゆ温泉エナジー株式会社

とつちゆ清流エナジー株式会社を設立した。

　小水力発電については、開発が制限される

国立公園（第2種特別地域）にある砂防えん

堤を活用するための手続きとして、自然公園

法、砂防法、河川法など13もの許認可を申

請し、開発が可能となった。小水力発電は、

土湯温泉町の復興計画の柱のひとつとして策

定されており、震災復興まちづくりの一環と

して実施されたものである。

　事業化においては、まず小水力発電の事業

性が見込める箇所の選定から始まった。奇し

くも、2010年度に国土交通省が土湯温泉町

を流れる荒川流域に点在する砂防えん堤（35

地点）を対象に小水力発電の可能性検討（注5）

（注）4�．計画のポイントは、①温泉観光地の将来を占うモデル地域の構築、②少子高齢化・人口減少社会への対応、③再生可能エ
ネルギーによるエコタウンの形成、④産学官との連携、⑤新たな事業主体の設立

5�．2010年度荒川流域小水力発電検討／国土交通省東北地方整備局福島河川国道事務所
6�．関西電力子会社であり、1963年（昭和38年）に「世界でも屈指の黒部ダム建設」において活躍した中核技術者が集結し、
創業した。

7�．信金中金月報2014年2月号「電力システム改革とエネルギーの地産地消－再生可能エネルギー全量固定価格買取制度の導
入から1年をむかえて－」Ｐ96

【出資者】（９０％）
遊湯つちゆ温泉協同組合

【 融　資 】
福 島 信 用 金 庫

【債務保証】
独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物

資源機構（JOGMEC）

【融 資】
日本政策金融公庫

【補助金】
資源エネルギー庁

一般社団法人新エネルギー導入
促進協議会（ＮＥＰＣ）

【企画立案】
土湯温泉町復興再生協議会

【出資者】（１０％）
NPO法人土湯温泉観光まちづくり協議会

【バイナリー発電設備・工事】
JFEエンジニアリング株式会社

【電気保安】
（一財）東北電気保安協会

電気主任技術者

【行政支援】
復興庁 国土交通省
環境省 経済産業省

福島県 福島市

【許認可】
各行政機関

【設備認定】
東北経済産業局

【電力系統接続】【売電】
東北電力株式会社

【復興事業主体】
株式会社元気アップつちゆ

【バイナリー発電事業】
つちゆ温泉エナジー株式会社

【小水力発電事業】
つちゆ清流エナジー株式会社

【小水力発電事業コンサルティング】
株式会社ニュージェック

【発電機製造】
富士電機株式会社

【水車製造】
田中水力株式会社

１00%出資 配当

【土木工事】
清水建設株式会社

【電気工事・保守点検】
株式会社ユアテック

工事施工

図表12�　事業スキーム

（備考）株式会社元気アップつちゆ提供資料より信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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を実施していた。そのうち、最も事業性が高

い地点を選択し、小水力発電設置に向けて、

作業が進められた。

　工事設計／コンサルについては、先述の国

土交通省が実施した小水力発電調査を受託し

ていた株式会社ニュージェック（注6）に依頼す

るとともに、売電の要となる小水力発電機は、

国内で最有力とされる田中水力株式会社（注7）

への依頼に成功した。

　なお、東
ひがしからすがわ

鴉川の歴史を紐解くと、1919年

（大正8年）に朝倉卯八氏が代表発起人とな

り、土湯電機株式会社を設立、東鴉川の水と

落差を利用し、52kWの水力発電所を建設し

ていた。今回の小水力発電建設地の付近に

は、現在も当時の水力発電所の遺構（導水

路）の一部が残っており、先人の思いをうか

がい知ることができる。

　ちなみに、水利権については、東鴉川は普

通河川であり、水利使用許可（河川法）の対

象とはならないものの、福島市条例にもとづ

く法定外公共物使用（流水占用）許可申請を

福島市河川課に対して行い、許可を得ている。

図表13　土湯温泉東鴉川小水力発電所

（備考�）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

事業概要

発電方式

事業主体

資 本 金
運転開始
水 系
河川（用水名）
最大出力
最大使用水量
有効落差
水 車
売 電 先

小水力発電
（特定目的会社）
つちゆ清流エナジー株式会社

（株式会社元気アップつちゆが100％出資）
500万円
2015年（平成27年）5月
阿武隈川
東鴉川
140kW
0.45㎥／s
44.4ｍ
クロスフロー水車
東北電力（FIT適用）

（上：砂防えん堤、中：取水口、下：発電機）

図表14�　土湯温泉東鴉川水力発電フィールド
ミュージアム

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所撮影
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　資金調達は、総事業費3億2,600万円のうち

福島信用金庫からの融資1億2,200万円、日本

政策金融公庫からの融資1億円、経済産業省

の福島県市民交流型再生可能エネルギー導入

促進の補助金1億400万円で補った。

　今後については、水力発電のしくみが実物

を見ることによりわかりやすく体験学習でき

る『土湯温泉東鴉川水力発電フィールド

ミュージアム』（図表14）として整備し、小・

中学生から専門的な知識を有する来訪者や観

光客までが楽しみながら興味深く体験学習で

きる野外博物展示施設（体験学習施設整備）

を行うことを目指している。

3�．小水力発電の持続的発展に向けた
地方公共団体の取組み

（1）福島県庁

　福島県は2015年7月末現在の再生可能エネ

ルギー固定価格買取制度における都道府県別

認定容量（新規認定分）で全国2位と、再生

可能エネルギー先駆けの地となるべく取り組

んでいる。その歴史は古く、東日本大震災以

前の1999年3月に、環境への負荷の少ない低

炭素・循環型社会への転換を図るべく「福島

県地域新エネルギービジョン」を策定し、導

入促進に取りかかっている。その後、さらに

導入促進を加速させるため、04年3月に「地

球と握手！うつくしま新エネビジョン」、11

年3月には「福島県再生可能エネルギー推進

ビジョン」を策定した。

　ところが、東日本大震災によって再生可能

エネルギーを取り巻く情勢は大きく変化し、

福島県が復興に向けた主要施策のひとつに

「再生可能エネルギーの飛躍的な推進による

新たな社会づくり」を位置づけたことにとも

ない、12年4月に「福島県再生可能エネル

ギー推進ビジョン（改訂版）」を策定し、こ

れまでにない高い導入目標を設定するととも

に導入推進施策を取り入れた。さらに、13

年2月には、2020年度の導入目標を射程に入

れた「再生可能エネルギー先駆けの地アク

ションプラン」を策定し、再エネの導入拡大

にともなう東日本大震災からの復興・地域振

興・産業振興などに取り組んでいる。

　15年3月末現在、地熱温泉バイナリー発電

の設備容量はなかったが、つちゆ温泉エナ

ジー株式会社の発電所稼動に伴い、今年度末

には400kWを確保する。また、小水力発電

の設備容量は約15,000kWとなり、今年度は

つちゆ清流エナジー株式会社の発電所も新規

に稼動していることから、少しながらではあ

るが確実に増加している傾向にある。

　2015年度の予算においては、再生可能エ

図表15�　福島県庁

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所撮影
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ネルギー推進プロジェクトを13の重点プロ

ジェクトのひとつとして掲げており、事業者

向けには地熱バイナリー発電・小水力発電・

風力発電の実施に先立って行われる事業可能

性調査に対する補助金を計上し、支援を行っ

ている。

　小水力発電については、土湯温泉町東鴉川

小水力発電所のような砂防えん堤の場所につ

いて民間事業者の取組みが検討されている。

ポテンシャルについては、「福島県再生可能

エネルギー推進ビジョン（改訂版）」にも記

載されているが、福島県ではエネルギー課の

独自調査分だけではなく、農林水産部が実施

した「農業水利施設を活用した小水力等発電

基本整備計画」の調査分を統合し、再生可能

エネルギーデータベース（水力発電）（注8）に

（注）8�．http://www4.pref.fukushima.jp/redb/index_map.php?js=layers_water
9�．『小水力発電の基礎講座』http://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/128093.pdf

図表16　福島県の再生可能エネルギー導入目標� （単位：原油換算:kl、設備容量:kW、発電電力量:百万kWh）

種類
2009年度実績 2020年度目標

倍率
2030年度目標

倍率
原油換算 設備容量（注2）

（発電電力量） 原油換算 設備容量（注2）

（発電電力量） 原油換算 設備容量（注2）

（発電電力量）

再生可能エネルギー

太陽光発電 9,298 38,874
（41） 239,175 1,000,000

（1,051） 25.7 478,349 2,000,000
（2,102） 51.4

太陽熱利用 11,262 33,786 3.0 50,000 4.4

風力発電 27,856 69,880
（122） 996,561 2,000,000

（4,380） 35.8 1,993,122 4,000,000
（8,760） 71.6

　うち洋上風力発電 0 0
（0） 597,936 1,000,000

（2,628） － 1,195,873 2,000,000
（5,256） －

水力発電 1,598,280 3,973,490
（7,025） 1,608,326 3,980,690

（7,069） 1.0 1,634,360 4,000,000
（7,183） 1.0

　うち小水力発電 20,091 14,400
（88） 30,136 21,600

（132） 1.5 55,807 40,000
（245） 2.8

地熱発電 77,732 65,000
（342） 80,522 67,000

（354） 1.0 281,030 230,000
（1,235） 3.6

　うち地熱バイナリー発電 0 0
（0） 2,790 2,000

（12） － 41,856 30,000
（184） －

バイオマス発電 75,390 66,360
（331） 408,989 360,000

（1,798） 5.4 568,040 500,000
（2,497） 7.5

バイオマス熱利用 123,760 150,084 1.2 200,000 1.6
バイオマス燃料製造 597 2,985 5.0 29,850 50.0
温度差熱利用 175 1,750 10.0 3,500 20.0
雪氷熱利用 29 290 10.0 580 20.0

計 1,924,379 4,213,604
（7,861） 3,522,467 7,407,690

（14,651） 1.8 5,238,830 10,730,000
（21,777） 2.7

一次エネルギーに占める割合 21.2％ 40.2％ 63.7％
一次エネルギー供給（注3） 9,087,228kl 8,747,117kl 1.0 8,219,734kl 0.9

二酸化炭素削減量（注4） 5,041,872t-CO2 9,228,863t-CO2 13,725,736t-CO2

（注）1�．本図表は、一次エネルギー供給換算で表示している。また、端数処理の関係で合計値が合わない場合がある。
2�．設備利用率は、太陽光：12％、風力：20％（洋上風力：30％)、バイオマス：57％、水力：20％（小水力70％)、地熱
60％（地熱バイナリー70％）

3�．都道府県別エネルギー消費統計（資源エネルギー庁）および日本の将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）
をもとに試算

4�．二酸化炭素削減量は、石油換算（kl）に排出計数（2.62t-CO2/kl）を乗じて算出
（備考�）福島県『福島県再生可能エネルギー推進ビジョン（改訂版）』（2012年3月）より信金中央金庫�地域・中小企業研究所

作成
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て公表している。

　さらに、福島県では、ホームページにて小

水力発電関連情報のページを作成しており、

発電量などの試算について公表しているうえ

に、小水力発電入門セミナーの実施および講

演資料の開示（注9）や、調査や設備導入に対す

る補助金などについてもまとめており、福島

県内において、さらなる小水力発電の普及が

期待される。

（2）福島市役所

　福島市役所は、2014年4月に、環境部環境

課内に「再生可能エネルギー推進係」を新設

して、市、市民、事業者が一体となって福島

の地域特性にあった再生可能エネルギーを積

極的に推進し、安全・安心なエネルギーによ

る地産地消が進んだ、活力あふれる「環境最

先端都市　福島」の実現を目指して様々な施

策に取り組んでいる。

　これらの取組みは、2011年３月11日に発

生した東日本大震災による東京電力福島第一

原子力発電所事故に伴う原子力災害をきっか

けに、再生可能エネルギーに対する市民の関

心が高まったことに端を発する。

　さらに、2012年2月に策定した「福島市復

興計画」においては、「原子力に依存しない

社会づくり」へ貢献するため、再生可能エネ

ルギーの導入推進を重点プロジェクトとして

位置づけることとし、また、2013年4月に

は、市の環境施策の基本となる「福島市環境

基本計画」の一部見直しを行い、当該計画中

に再生可能エネルギー導入の進行管理指標を

新たに設定することにより、着実に再生可能

エネルギーの導入を進めてきた。

　こうした中、再生可能エネルギーの導入・

普及を更に進めるため、2015年2月に「福島

市再生可能エネルギー導入推進計画」を策定

したところである。

　この計画では、再生可能エネルギーの潜在

賦存量と期待可採量（太陽光・風力・小水

力・地熱・バイオマス）の把握を行うととも

に、計画期間を2020年度までの6年間と、

中・長期的視点で導入を推進するよう、中期

目標を2030年度、長期目標を2040年度に設定

し、3つの数値目標①エネルギー自給率（注10）、

②エネルギー自家消費型施設（注11）普及率（公

共施設）、③エネルギー自家消費型施設普及

率（一般住宅）を設定している。

　なお、数値目標の2014年度の実績について

は、前 年 度 比 ①23.5％→27.8％、②5.5％→�

（注）10�．福島市内での1年間の電力消費量に占める福島市内で産み出された1年間の再生可能エネルギー発電量
11�．売電を主目的とするのではなく、自ら産み出した電気を自らの施設で率先して利用する施設

図表17�　福島市役所

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所撮影
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9.7％、③5.4％→6.2％となっており、目標達

成に向けて、着実に進捗しているといえよう。

　このような市の取組みに加え、民間事業者

の取組みにおいては、遊休地等を活用した複

数のメガソーラー事業をはじめ、土湯温泉町

では地域の水資源を活用した小水力発電と温

泉資源を活用した地熱バイナリー発電が行わ

れるなど、市内各地で再生可能エネルギーの

取組みの輪が着実に拡がってきている。

　また、福島市は、2015年10月30日に、経

済産業省資源エネルギー庁から「福島市次世

代エネルギーパーク計画」の認定を受けた。

　次世代エネルギーパークとは、再生可能エ

ネルギーをはじめとする次世代エネルギーに

ついて、実際に住民が見て触れる機会を増や

すことを通じ、地球環境と調和した将来のエ

ネルギーの在り方に関して理解を深めること

を目的に国が認定するもので、この認定を契

機に、計画に盛り込まれた施設を活用して、

市民等に対して再生可能エネルギーに関する

学習機会の拡充を図るとともに、再生可能エ

ネルギーを積極的に推進する福島市の姿を広

く情報発信していくとしている。

　計画に盛り込まれた、市内に立地する代表

的な発電設備等は、①太陽光発電、地中熱利

用など、エコステ（注12）の取組みを行うJR福

島駅、②再生可能エネルギーの模型展示によ

る情報発信を行う産業交流プラザ常設展示

室、③四季の里小水力発電設備、④土湯温泉

町の小水力発電所と地熱バイナリー発電所、

⑤ごみ焼却熱に伴い発生する余熱により発電

した電力の地産地消事業を行うあらかわク

リーンセンター、の５施設となっており、①

～④を巡るモデルコースも設定していること

から、今後、広く情報発信を行い、地域活性

化などに役立てていくとみられる。

　さらに、市水道局では、水道施設を活用し

た小水力発電事業を公募企画提案方式により

官民連携で行うため、2015年10月より公募

を行った。2016年3月に発電事業者を決定

後、設計、工事等を実施し、運転開始は

2017年度に予定しているとのことであり、

福島市内において、さらなる小水力発電の普

及が期待される。

（注）12�．駅設備に省エネルギー、再生可能エネルギーなど、さまざまな環境保全技術（エコメニュー）を導入する取り組みのこと

図表18�　福島市次世代エネルギーパーク

（出典�）『福島市次世代エネルギーパーク計画書』（2015年12月）
http://www.city.fukushima.fukushima.jp/soshiki/29/
saiseikanouenerugi-suisin151203.html

60� 信金中金月報　2016.6



おわりに

　本稿では、地熱（温泉バイナリー）発電融

資に続き、東日本大震災からの復興に向け、

地域の資源を活かした中小企業に融資を行っ

ている福島信用金庫を取材し、小水力発電融

資につながった成果を中心に取りまとめた。ま

た、福島信用金庫の協力を得て、株式会社元

気アップつちゆ（つちゆ清流エナジー株式会

社）への取材および現地視察を行うとともに、

代表者からも生の声をいただくこともできた。

　小水力発電は明治時代から日本各地で取り

組まれてきた技術であり故障や事故などが少

ないという特徴があるとともに、FIT施行に

よる売電価格の上昇により、地域の資源を地

域で活かす有力なエネルギー産業の一つとな

りうるポテンシャルを秘めている。また、

眠っている地域の資源を再び活かすことがで

きる小水力発電は、地域の資源を改めて見直

すという意味で、地方創生に向けた大きな一

つのヒントとなろう。

　小水力発電は、発電に適した場所（渓流

水、農業用水、上水道施設など）を選択する

ことや発電機設置後のメンテナンスなど、太

陽光発電と比べ難易度は高いものの、24時

間発電可能であり、地域の産業振興策として

大きな潜在力を有している。さらに、信用金

庫と中小企業・小規模事業者が取り組める時

代がやって来ていることも見逃せない。

　「持続可能なビジネスモデルの構築」が求

められている今、再生可能エネルギーのみな

らず、地域の資源を新たに活かす中小企業が

活躍し、資金面において信用金庫を中心とし

た金融機関からの融資が幅広く定着していく

ことを期待したい。

〈参考文献〉
・伊藤義康『分散型エネルギー入門』（2012年5月）

・株式会社元気アップつちゆ�ウェブサイト　http://www.genkiuptcy.jp/

・�環境省『地域における再生可能エネルギー事業の事業性評価等�に関する手引き（金融機関向け）Ver1.1～小水力発電
事業編～』（2015年3月）

・経済産業省『長期エネルギー需給見通し』（2015年7月）

・経済産業省�資源エネルギー庁『エネルギー白書』（各年版）

・経済産業省�資源エネルギー庁『中小水力発電計画導入の手引き』（2014年2月）

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構『再生可能エネルギー技術白書第2版』（2014年3月）

・�信金中金月報2016年2月増刊号「地域の資源を活かす地熱（温泉バイナリー）発電への融資－福島信用金庫と株式会
社元気アップつちゆ（つちゆ温泉エナジー株式会社）の取組み－」（2016年2月）

・全国小水力利用推進協議会『小水力発電がわかる本－しくみから導入まで－』（2013年9月）

・全国小水力利用推進協議会『小水力発電事例集2015』（2015年10月）

・福島県『福島県再生可能エネルギー推進ビジョン（改訂版）』（2012年4月）

・福島県『再生可能エネルギー先駆けの地アクションプラン』（2013年2月）

・福島市『福島市再生可能エネルギー導入推進計画』（2015年2月）

・福島市『次世代エネルギーパーク計画書』（2015年12月）
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地域・中小企業関連経済金融日誌（2016年4月）

1日 ● 日本銀行、全国企業短期経済観測調査（短観、2016年3月）を公表 資料1

○ 日本銀行、「FinTechセンター」設立を公表

○ 経済産業省、「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律等の一部を改正
する法律（承継円滑化法）」の施行を公表

7日 ● 日本銀行、地域経済報告－さくらレポート－（2016年4月）を公表 資料2

11日 ○ 日本銀行、「生活意識に関するアンケート調査」（第65回）の結果
－2016年3月調査－を公表

15日 ○ 九州財務局・日本銀行熊本支店、「平成28年熊本県熊本地方の地震に係る災害に対
する金融上の措置について」を公表

○ 経済産業省、平成28年熊本県熊本地方の地震に係る災害に関して被災中小企業・
小規模事業者対策を公表（16日、20日に追加対策）

18日 ○ 経済産業省、平成28年熊本県熊本地方の地震に係る災害に関して「総合中小企業
対策本部」の設置を公表

○ 経済産業省、消費税の転嫁状況に関する月次モニタリング調査（3月調査）の調査
結果を公表

○ 経済産業省、平成28年3月末までの消費税転嫁対策の取組状況を公表

20日 ● 経済産業省、「平成28年1－3月期地域経済産業調査」を公表 資料3

21日 ○ 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局、「地域経済分析システム（RESAS）
利活用事例集」を公表

22日 ● 日本銀行、金融システムレポート（2016年4月号、「BOX7：信用金庫の営業区域
人口と収益力の関係」を含む）を公表

資料4

● 中小企業庁、2016年版中小企業白書・小規模企業白書を公表 資料5

25日 ○ 経済産業省、平成28年熊本地震による災害が、激甚災害に対処するための特別財
政援助等に関する法律に基づき、激甚災害として指定されたことを公表

27日 ○ 金融庁、貸金業関係資料集を更新

※	「地域・中小企業関連経済金融日誌」は、官公庁等の公表資料等をもとに、地域金融や中小企業金融に関連が深い項目につ
いて、当研究所が取りまとめたものである。

　「●」表示の項目については、解説資料を掲載している。
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（資料1）

日本銀行、全国企業短期経済観測調査（短観、2016年3月）を公表（4月1日）

　日本銀行は、全国企業短期経済観測調査（短観、2016年3月）を公表した。中小企業の業況

判断D.I.は以下のとおり。

1．中小企業製造業

　中小企業製造業は、前期比4ポイント悪化のマイナス4となった。悪化幅が大きかった業種

は、「鉄鋼」（15ポイント悪化のマイナス23）、「窯業・土石製品」（13ポイント悪化のマイナス

7）、「石油・石炭製品」（10ポイント悪化のマイナス19）など。

2．中小企業非製造業

　中小企業非製造業は、前期比1ポイント悪化のプラス4となった。悪化幅が大きかった業種

は、「対個人サービス」（8ポイント悪化のマイナス1）、「運輸・郵便」（4ポイント悪化のプラ

ス5）、「宿泊・飲食サービス」（4ポイント悪化のプラス5）など

（http://www.boj.or.jp/statistics/tk/tankan03a.htm/参照）

（資料2）

日本銀行、地域経済報告ーさくらレポートー（2016年4月）を公表（4月7日）

　日本銀行は、「地域経済報告－さくらレポート－（2016年4月）」を公表した。

　各地域からの報告をみると、東海で、「基調としては緩やかに拡大している」としており、

残り8地域で、「基調としては緩やかな回復を続けている」、「緩やかに回復している」、「回復

を続けている」等としている。この背景としては、新興国経済の減速に伴う影響などから輸出

や生産面に鈍さがみられるものの、国内需要は、設備投資が緩やかな増加基調にあり、個人消

費も雇用・所得環境の着実な改善を背景に底堅く推移していることなどが挙げられている。

　各地の景気情勢を前回（16年1月）と比較すると、東北から、生産面で弱含んだ状態が続い

ているとして判断を引き下げる報告があった一方で、残り8地域では、景気の改善度合いに関

する判断に変化はないとしている。

（http://www.boj.or.jp/research/brp/rer/rer160407.htm/参照）

（資料3）

経済産業省、「平成28年1－3月期地域経済産業調査」を公表（4月20日）

　経済産業省は、各地方経済産業局（電力・ガス事業北陸支局、沖縄経済産業部を含む）が、

各地域の経済動向を把握するために、四半期ごとに行っている地域経済産業調査の結果をとり

まとめた。今回の調査結果のポイントは以下のとおりとなっている。
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1．全体の景況判断 前期から据え置き、「一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに改善して
いる」とした。地域別では、景況判断を、北海道で上方修正し、東北、関東、
東海、近畿、中国、四国、沖縄で据え置き、北陸、九州は下方修正した。

2．生産 自動車関連では、鉄鋼メーカーで発生した事故に伴う工場操業停止の影響に
より減少がみられるものの北米等海外向けを中心に堅調に推移している。電
子部品・デバイスでは、引き続き中国経済等の影響がみられる一方、車載向け、
スマートフォン向けを中心に堅調な動きもみられる。はん用・生産用・業務
用機械では、中国経済等の影響がみられる一方、一部では堅調な動きもみら
れる。

3．設備投資 製造業では、一部に生産能力増強や合理化等への投資の動きがみられ、非製
造業では、全国的に小売業の新規出店等の動きがみられる。

4．雇用 一部に適正な人員が確保されているとの声もあるが、前期に引き続き人手不
足の声があり、企業の採用拡大の動きが高まる中、今後もこの傾向は継続す
るだろうという声があった。

5．個人消費 全国的に、スーパーでは飲食料品が、百貨店では高額商品がそれぞれ堅調に
推移している。一方で、暖冬の影響により衣料品は振るわなかった。家電販
売は、白物家電が堅調に推移した。自動車販売では、引き続き軽自動車税引
上げの影響がみられる。なお、外国人観光客による消費が好調という声があ
った。

（http://www.meti.go.jp/press/2016/04/20160420004/20160420004.html参照）

（資料4）

日本銀行、金融システムレポート（2016年4月号、「BOX7：信用金庫の営業区域人口と収益力

の関係」を含む）を公表（4月22日）

1．総括判断

（1）わが国の金融システムは、安定性を維持している（安定性の評価:前回比不変）。

（2）	金融仲介活動は、引き続き円滑に行われている（機能度の評価:前回は「金融仲介活動は、

より円滑に行われるようになっている」）。

（3）	昨夏以降の国際金融資本市場等における変動拡大は、わが国にも相応に影響を及ぼして

いるが、マイナス金利付き量的・質的金融緩和のもとで、金融システムの安定性・機能度

への影響は限定的に止まっている（新たに追加）。

2．参考分析（BOX7：信用金庫の営業区域人口と収益力の関係）

（1）	地域金融は、低金利環境に加えて、地域の人口・営業基盤の縮小が低収益性の問題をより

厳しいものにしている。

（2）	営業エリアや業務内容に一定の制約があり、人口動態の影響を受けやすいと考えられる
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信金について、営業エリア内の人口変動が、各信金の総資産や預金、貸出に及ぼす影響

等を推計したところ、有意な結果を得た。日本銀行は、この分析も活用しつつ、地域金

融機関と営業基盤や収益力の展望を議論していく。

（http://www.boj.or.jp/research/brp/fsr/fsr160422.htm/参照）

（資料5）

中小企業庁、2016年版中小企業白書・小規模企業白書を公表（4月22日）

　中小企業庁は、「平成27年度中小企業の動向」および「平成28年度中小企業施策」（中小企

業白書）、ならびに「平成27年度小規模企業の動向」および「平成28年度小規模企業施策」（小

規模企業白書）をとりまとめ、4月22日の閣議決定を経て公表した。

1．2016年版中小企業白書のポイント

第 1 部 最近の中小企業の動向についての分析を行い、中小企業の経常利益が過去最高水準に達して
いるものの、売上高の伸び悩みや人手不足、設備の老朽化といった課題に直面していること
を明らかにした上で、中小企業の生産性について分析を行っている。

第 2 部 中小企業の稼ぐ力に着目し、生産性向上のための IT 活用、売上拡大のための海外展開、
稼ぐ力を支えるリスクマネジメントについて取り上げた。IT 活用については、高収益企
業における稼ぐ力の強化に結びつけるための取組みについて分析を行い、海外展開につ
いては、海外展開が稼ぐ力の強化や国内の従業者の拡大につながることを示している。
リスクマネジメントについては、事業継続計画や情報セキュリティ対策、新事業展開に
係るリスク評価について、中小企業の取組みの現状と課題を分析している。

また、こうした取組みを支える金融については、中小企業への貸出しが伸び悩む中、借
入れと収益力の関係や企業の事業性を評価した資金供給のあり方について明らかにして
いる。最後に、経営力については、投資を決定する経営者の意識や企業風土等の違いに
ついての分析を行っている。

2．2016年版小規模企業白書のポイント

第 1 部 小規模事業者の動向や直面する課題（商圏や売上高の現状／ IT 活用の現状／効率的な経営
や経営課題への取組み／人材の確保と育成／事業承継の現状と課題）を分析したほか、支援
機関である商工会・商工会議所の経営指導員等の取組みや、地域において小規模事業者が担
っている役割等に焦点を当て分析を行った。

第 2 部 業績傾向の良い小規模事業者の特徴等として経営者の年齢別の分析や女性の就業環境な
どについて分析したほか、フリーランスの実態や事業活動について取り上げている。

第 3 部 地域に密着してたくましく活動している小規模事業者の取組みについて、44 事例を紹介
している。

（http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/160422hakusyo.html参照）
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信金中金だより 

信金中央金庫　地域・中小企業研究所活動記録（4月）

1．レポート等の発行
発行日 レポート分類 通巻 タ　　イ　　ト　　ル 執	筆	者

16.4.1 産業企業情報 28-1 「地方創生」で脚光を浴びるコミュニティビジネス	
－コミュニティビジネスの可能性を探る－

藁品和寿

16.4.6 内外金利・為替見通し 28-1 景気は足踏み状態が続いており、マイナス金利拡大の可能
性も残る

角田　匠

16.4.14 ニュース＆トピックス 28-1 金融緩和下でも伸び悩む中小企業の資金需要
－全国中小企業景気動向調査の結果より－

吉野　瞳

16.4.19 ニュース＆トピックス 28-2 2015年度の全国信用金庫の預金・貸出金動向（速報）
－企業向け設備資金、住宅ローンの寄与から貸出金は年度
中2.3％増－

井上有弘

16.4.22 金融調査情報 28-1 2015年度中の全国信用金庫主要勘定増減状況（速報）
－預金の伸びは減速、貸出金の伸びは加速－

間下　聡

16.4.27 内外経済・金融動向 28-1 最近の中国経済と第13次5か年計画の行方	
－中長期的には安定成長が続く可能性が大きい－

黒岩達也

2．講座・講演・放送等の実施
実施日 種類 タ　　イ　　ト　　ル 講座・講演会・番組名称 主催 講師等

16.4.13 講演 2016年の世界経済と金利･為
替の見通し

顧客向けセミナー 多摩信用金庫 角田匠

16.4.23 講演 信用金庫の存在意義 平成28年度役職員大会 湖東信用金庫 松崎英一

3．原稿掲載
発行日 タ　　イ　　ト　　ル 掲載紙 発　行 執筆者

16.4.1 サプライチェーン見直しで参入の好機
（特集～空飛ぶ中小企業）

戦略経営者 ㈱TKC 藁品和寿
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統 計

１．信用金庫統計
信用金庫の店舗数、合併等

信用金庫の預金種類別預金･地区別預金

信用金庫の預金者別預金

信用金庫の科目別貸出金･地区別貸出金

信用金庫の貸出先別貸出金

２．金融機関業態別統計
業態別預貯金等

業態別貸出金

信用金庫の余裕資金運用状況

（凡例）
１．金額は、単位未満切捨てとした。
２．比率は、原則として小数点以下第１位までとし第２位以下切捨てとした。
３．記号・符号表示は次のとおり。

〔 〕ゼロまたは単位未満の計数 〔 〕該当計数なし 〔△〕減少または負
〔･･･〕不詳または算出不能 〔 〕 ％以上の増加率 〔 〕速報数字
〔 〕訂正数字 〔 〕 印までの数字と次期以降との数字は不連続

４．地区別統計における地区のうち、関東には山梨、長野、新潟を含む。東海は静岡、愛知、岐阜、三重の４県、
九州北部は福岡、佐賀、長崎の３県、南九州は熊本、大分、宮崎、鹿児島の４県である。

※ 信金中金 地域・中小企業研究所のホームページ（ ）より 形式の統計資料をダウンロードすることができます。

１． 信用金庫の店舗数、合併等

信用金庫の店舗数、会員数、常勤役職員数の推移 （単位：店、人）

信用金庫の合併等

統計資料の照会先：

信金中央金庫 地域･中小企業研究所

年　月　日 異　　　動　　　金　　　庫　　　名 新金庫名 金庫数 異動の種類

2009年10月13日 西中国 岩国 （下関市職員信組） 西中国 合併

2009年11月9日 八戸 あおもり 下北 青い森 合併

2009年11月24日 北見 紋別 北見 合併

2010年1月12日 山口 萩 萩山口 合併

2010年2月15日 杵島 西九州 九州ひぜん 合併

2011年2月14日 富山 上市 富山 合併

2012年11月26日 東山口 防府 東山口 合併

2013年11月5日 大阪市 大阪東 大福 大阪シティ 合併

2014年1月6日 三浦藤沢 かながわ 名称変更

2014年2月24日 十三 摂津水都 北おおさか 合併

2016年1月12日 大垣 西濃 大垣西濃 合併

2016年2月15日 福井 武生 福井 合併

店　　　舗　　　数 常　勤　役　職　員　数

年 月 末 本  店 職　　　員

(信用金庫数) 男　子 女　子 計

会　員　数
支  店 出張所 合  計 常勤役員 合　計

1．信用金庫統計
（1）信用金庫の店舗数、合併等
（2）信用金庫の預金種類別預金・地区別預金
（3）信用金庫の預金者別預金
（4）信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金
（5）信用金庫の貸出先別貸出金
（6）信用金庫の余裕資金運用状況

2．金融機関業態別統計

					（1）業態別預貯金等						（2）業態別貸出金

統 計

（凡　例）
1．金額は、単位未満切捨てとした。
2．比率は、原則として小数点以下第1位までとし第2位以下切捨てとした。
3．記号・符号表示は次のとおり。
　　〔 0 〕ゼロまたは単位未満の計数	 〔—〕該当計数なし	 〔△〕減少または負
　　〔…〕不詳または算出不能	 〔＊〕1,000%以上の増加率	 〔ｐ〕速報数字
　　〔ｒ〕訂正数字	 〔ｂ〕ｂ印までの数字と次期以降との数字は不連続
4．地区別統計における地区のうち、関東には山梨、長野、新潟を含む。東海は静岡、愛知、岐阜、三重の

4県、九州北部は福岡、佐賀、長崎の3県、南九州は熊本、大分、宮崎、鹿児島の4県である。
※　信金中金	地域・中小企業研究所のホームページ（http://www.scbri.jp/）よりExcel形式の統計資料をダウンロードすることができます。

統計資料の照会先：
信金中央金庫 地域・中小企業研究所
Tel	03‒5202‒7671　Fax	03‒3278‒7048

統 計

１．信用金庫統計
信用金庫の店舗数、合併等

信用金庫の預金種類別預金･地区別預金

信用金庫の預金者別預金

信用金庫の科目別貸出金･地区別貸出金

信用金庫の貸出先別貸出金

２．金融機関業態別統計
業態別預貯金等

業態別貸出金

信用金庫の余裕資金運用状況

（凡例）
１．金額は、単位未満切捨てとした。
２．比率は、原則として小数点以下第１位までとし第２位以下切捨てとした。
３．記号・符号表示は次のとおり。

〔 〕ゼロまたは単位未満の計数 〔 〕該当計数なし 〔△〕減少または負
〔･･･〕不詳または算出不能 〔 〕 ％以上の増加率 〔 〕速報数字
〔 〕訂正数字 〔 〕 印までの数字と次期以降との数字は不連続

４．地区別統計における地区のうち、関東には山梨、長野、新潟を含む。東海は静岡、愛知、岐阜、三重の４県、
九州北部は福岡、佐賀、長崎の３県、南九州は熊本、大分、宮崎、鹿児島の４県である。

※ 信金中金 地域・中小企業研究所のホームページ（ ）より 形式の統計資料をダウンロードすることができます。

１． 信用金庫の店舗数、合併等

信用金庫の店舗数、会員数、常勤役職員数の推移 （単位：店、人）

信用金庫の合併等

統計資料の照会先：

信金中央金庫 地域･中小企業研究所

年　月　日 異　　　動　　　金　　　庫　　　名 新金庫名 金庫数 異動の種類

2009年10月13日 西中国 岩国 （下関市職員信組） 西中国 合併

2009年11月9日 八戸 あおもり 下北 青い森 合併

2009年11月24日 北見 紋別 北見 合併

2010年1月12日 山口 萩 萩山口 合併

2010年2月15日 杵島 西九州 九州ひぜん 合併

2011年2月14日 富山 上市 富山 合併

2012年11月26日 東山口 防府 東山口 合併

2013年11月5日 大阪市 大阪東 大福 大阪シティ 合併

2014年1月6日 三浦藤沢 かながわ 名称変更

2014年2月24日 十三 摂津水都 北おおさか 合併

2016年1月12日 大垣 西濃 大垣西濃 合併

2016年2月15日 福井 武生 福井 合併

店　　　舗　　　数 常　勤　役　職　員　数

年 月 末 本  店 職　　　員

(信用金庫数) 男　子 女　子 計

会　員　数
支  店 出張所 合  計 常勤役員 合　計

1．（1）信用金庫の店舗数、合併等
信用金庫の店舗数、会員数、常勤役職員数の推移

信用金庫の合併等
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１．(2)  信用金庫の預金種類別預金・地区別預金

預金種類別預金 (単位:億円、％)

要求払 定期性  外貨預金等
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 17.7 △ 5.0
△ 2.5
△ 11.3
△ 19.5 △ 2.7
△ 8.9 △ 9.5
△ 1.5 △ 12.1

△ 0.0 △ 13.8

△ 5.4

△ 3.3

△ 25.4
(備考) １. 預金計には譲渡性預金を含まない。

２. 実質預金は預金計から小切手･手形を差引いたもの

地区別預金 (単位:億円、％)

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.8

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

(備考) 沖縄地区は全国に含めた。

年 月 末
預金計  実質預金  譲渡性預金

北海道 東  北 東  京 関  東 北  陸 東  海

全 国 計年 月 末

年 月 末

近  畿 中  国 四  国 九州北部 南九州

1．（2）信用金庫の預金種類別預金・地区別預金



	 統　計	 69

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.4
△ 19.1
△ 19.0
△ 18.4
△ 23.4
△ 26.9
△ 30.4
△ 30.1
△ 33.7
△ 31.6
△ 33.4
△ 31.3
△ 27.3
△ 31.0
△ 14.0
△ 14.8
△ 15.4
△ 8.7

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 7.6

△ 6.3
△ 12.7
△ 18.2

△ 0.5

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 94.0 △ 3.8
△ 8.8 △ 15.6

△ 100.0
△ 0.2 △ 0.4

△ 2.2

△ 10.2 △ 0.7
･･･ △ 9.9

△ 1.0 △ 38.2 △ 11.0
△ 53.8 △ 3.1
△ 24.7 △ 1.9
△ 17.1 △ 4.1
△ 18.1 △ 1.3
△ 33.3 △ 0.1

△ 15.0 △ 24.5 △ 9.1
△ 11.2
△ 30.4 △ 5.1

△ 0.7 △ 19.8 △ 2.0

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.4
△ 19.1
△ 19.0
△ 18.4
△ 23.4
△ 26.9
△ 30.4
△ 30.1
△ 33.7
△ 31.6
△ 33.4
△ 31.3
△ 27.3
△ 31.0
△ 14.0
△ 14.8
△ 15.4
△ 8.7

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 7.6

△ 6.3
△ 12.7
△ 18.2

△ 0.5

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 94.0 △ 3.8
△ 8.8 △ 15.6

△ 100.0
△ 0.2 △ 0.4

△ 2.2

△ 10.2 △ 0.7
･･･ △ 9.9

△ 1.0 △ 38.2 △ 11.0
△ 53.8 △ 3.1
△ 24.7 △ 1.9
△ 17.1 △ 4.1
△ 18.1 △ 1.3
△ 33.3 △ 0.1

△ 15.0 △ 24.5 △ 9.1
△ 11.2
△ 30.4 △ 5.1

△ 0.7 △ 19.8 △ 2.0

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.4
△ 19.1
△ 19.0
△ 18.4
△ 23.4
△ 26.9
△ 30.4
△ 30.1
△ 33.7
△ 31.6
△ 33.4
△ 31.3
△ 27.3
△ 31.0
△ 14.0
△ 14.8
△ 15.4
△ 8.7

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 7.6

△ 6.3
△ 12.7
△ 18.2

△ 0.5

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 94.0 △ 3.8
△ 8.8 △ 15.6

△ 100.0
△ 0.2 △ 0.4

△ 2.2

△ 10.2 △ 0.7
･･･ △ 9.9

△ 1.0 △ 38.2 △ 11.0
△ 53.8 △ 3.1
△ 24.7 △ 1.9
△ 17.1 △ 4.1
△ 18.1 △ 1.3
△ 33.3 △ 0.1

△ 15.0 △ 24.5 △ 9.1
△ 11.2
△ 30.4 △ 5.1

△ 0.7 △ 19.8 △ 2.0

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

1．（3）信用金庫の預金者別預金
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１．(4)  信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金

科目別貸出金 (単位:億円、％)

手形貸付 証書貸付 当座貸越
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.0 △ 5.3 △ 4.2
△ 0.1 △ 7.5 △ 0.0 △ 4.8 △ 0.8

△ 11.9 △ 2.3
△ 10.6 △ 3.6
△ 0.0 △ 3.5
△ 1.3 △ 3.3
△ 4.8 △ 2.9
△ 4.9 △ 3.5
△ 6.0 △ 3.6
△ 6.2 △ 3.4
△ 6.5 △ 3.1

△ 17.5 △ 3.0
△ 7.3 △ 3.1

△ 3.0
△ 17.4 △ 3.2
△ 6.6 △ 3.5
△ 5.9 △ 3.6

△ 17.3 △ 3.7
△ 7.3 △ 3.9

地区別貸出金 (単位:億円、％)

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.4 △ 0.0 △ 0.8 △ 0.6 △ 2.3
△ 0.3 △ 0.9 △ 0.5 △ 0.2 △ 2.9
△ 0.1 △ 1.5

△ 1.9
△ 0.4
△ 0.2
△ 0.5
△ 0.7

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.4 △ 1.8 △ 1.0
△ 0.4 △ 2.5 △ 1.2 △ 0.1

△ 1.7
△ 0.6
△ 0.1
△ 0.0

△ 0.1

△ 0.2
△ 0.1
△ 0.7
△ 0.4
△ 0.4
△ 1.0
△ 0.2

(備考) 沖縄地区は全国に含めた。

貸出金計
割引手形 貸付金

年 月 末

北海道 東  北 東  京

年 月 末

関  東 北  陸 東  海
年 月 末

近  畿 中  国 四  国 九州北部 南九州 全 国 計

1．（4）信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金



	 統　計	 71

1．（5）信用金庫の貸出先別貸出金
１．(5)  信用金庫の貸出先別貸出金

(単位:億円、％)

貸出金計 　企業向け計
年 月 末 製造業 建設業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.6 △ 1.5 △ 3.7 △ 3.5
△ 0.3 △ 2.4 △ 3.0

△ 0.1 △ 0.9 △ 4.3 △ 3.6
△ 3.6 △ 2.3
△ 3.4 △ 2.8
△ 1.9 △ 1.4
△ 1.4 △ 1.2
△ 1.6 △ 0.3
△ 1.4 △ 0.2
△ 1.4
△ 1.5

年 月 末 卸売業 小売業 　不動産業
　個人による貸家業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 3.0 △ 3.3
△ 1.4 △ 3.6
△ 3.8 △ 3.7
△ 2.4 △ 2.6
△ 2.4 △ 2.1
△ 1.6 △ 1.5
△ 1.8 △ 1.3
△ 1.5 △ 1.1
△ 1.5 △ 1.5
△ 1.4 △ 1.5
△ 1.4 △ 1.8

年 月 末 飲食業 宿泊業 　医療・福祉 　物品賃貸業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 3.2 △ 5.5 △ 3.8
△ 3.8 △ 4.2 △ 2.5
△ 5.3 △ 5.0 △ 3.1
△ 3.6 △ 4.1 △ 1.6
△ 3.5 △ 4.5 △ 2.3
△ 3.1 △ 3.7 △ 0.1
△ 3.4 △ 3.3
△ 3.1 △ 1.5
△ 2.9 △ 0.9
△ 2.3 △ 0.6
△ 1.7 △ 1.5 △ 0.1

年 月 末 　住宅ローン

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

･･･ △ 0.8
･･･ △ 0.0
･･･
･･･

(備考) １．日本銀行「業種別貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(4)科目別・地区別貸出金の貸出金計とは一致しない。

　　　 ２．2009年6月の日本銀行「業種別貸出金調査表」の分類変更に伴い、不動産業の内訳として「個人による貸家業」が新設された。

　　　 ３．2009年6月のサービス業（各種サービス）の更新停止に伴い、「飲食業」、「宿泊業」、「医療・福祉」、「物品賃貸業」を掲載　　　

　　　 ４．海外円借款、国内店名義現地貸を企業向け計の内訳として掲載

  地方公共団体 個  人 海外円借款、国内店名義現地貸
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1．（6）信用金庫の余裕資金運用状況１．(6)  信用金庫の余裕資金運用状況

(単位:億円、％)

コール 買 現 先 債券貸借取引 買入金銭 金 銭 の 商    品
現    金 買入手形 ローン 勘　　定 支払保証金 債    権 信    託 有価証券

(△0.5)

公社公団債金 融 債 そ の 他

(△3.9)
(△11.3)
(△2.8)
(△6.3)
(△2.2)
(△2.5)

(△2.6) (△0.8)
(△5.5) (△1.2)
(△4.9) (△1.0)
(△3.5) (△1.2)
(△4.4) (△0.9)
(△6.8) (△1.0)
(△8.6) (△1.4)

(△1.3) (△11.0) (△2.8)

信金中金
その他の 利 用 額預 貸 率(Ａ)/預金預 証 率(Ｂ)/預金(Ｂ)/(Ａ)
証    券 （Ｂ）

(備考)1. (   )内は前年同月比増減率
預貸率＝貸出金/預金×100(%)、預証率＝有価証券/預金×100(%)（預金には譲渡性預金を含む。）
余資運用資産計は、現金、預け金、買入手形、コールローン、買現先勘定、債券貸借取引支払保証金、
買入金銭債権、金銭の信託、商品有価証券、有価証券の合計

預 け 金年 月 末
うち信金中金預け金

有価証券年 月 末 国    債 地 方 債短期社債 社    債 株    式

余資運用資産計(A)年 月 末 貸付信託投資信託外国証券
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2．（1）業態別預貯金等２．(1)  業態別預貯金等

(単位:億円、％)

信用金庫 国内銀行 大手銀行 地方銀行

年 月 末 (債券､信託を含む) (債券､信託を含む) 　うち都市銀行

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

第二地銀 郵便貯金 預貯金等合計

年 月 末
前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率

―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

△ 0.4
―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

△ 0.3
―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

(備考) 1. 日本銀行『金融経済統計月報』、ゆうちょ銀行ホームページ等より作成

大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数

国内銀行･大手銀行には、全国内銀行の債券および信託勘定の金銭信託･貸付信託・年金信託・財産形成給付信託を含めた。

郵便貯金は2008年４月より四半期ベースで公表

預貯金等合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の預貯金等の残高の合計により算出した。

うち預金

２．(1)  業態別預貯金等

(単位:億円、％)

信用金庫 国内銀行 大手銀行 地方銀行

年 月 末 (債券､信託を含む) (債券､信託を含む) 　うち都市銀行

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

第二地銀 郵便貯金 預貯金等合計

年 月 末
前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率

―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

△ 0.4
―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

△ 0.3
―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

(備考) 1. 日本銀行『金融経済統計月報』、ゆうちょ銀行ホームページ等より作成
大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数

国内銀行･大手銀行には、全国内銀行の債券および信託勘定の金銭信託･貸付信託・年金信託・財産形成給付信託を含めた。

郵便貯金は2008年４月より四半期ベースで公表

預貯金等合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の預貯金等の残高の合計により算出した。

うち預金
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2．（2）業態別貸出金２．(2)  業態別貸出金

(単位:億円、％)

信用金庫 大手銀行 都市銀行 地方銀行 第二地銀 合  計
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.1

(備考) １．日本銀行『金融経済統計月報』等より作成

２．大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数

３．合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の貸出金残高の合計により算出した。

年 月 末
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　信金中金月報、全国信用金庫概況等
○信用金庫統計
　日本語／英語
○論文募集

【URL】
 http://www.scbri.jp/

　当研究所のホームページでは、当研究所の調査研究成果である各種レポート、信金中金月報のほか、統計デー
タ等を掲示し、広く一般の方のご利用に供しておりますのでご活用ください。
　また、「ご意見・ご要望窓口」を設置しておりますので、当研究所の調査研究や活動等に関しまして広くご意
見等をお寄せいただきますよう宜しくお願い申し上げます。
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